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第 1 章 学部の増設と拡充 

 
 
第 1 節 理工系学部の拡充 
 
（1）理学部の拡充 
 
理学部本館の竣工と講座の増設 

  理学部は敗戦時には、物理・化学・地質・数学の 4 学科であったが、新

制九州大学が成立した 1949（昭和 24）年には新たに生物学科が設置されて

5 学科となった。生物学科の設立が理学部教授会の議にのぼったのは 1946

年のことであり、この年早くも翌年度の概算要求に生物学科の新設を提出し

ている。1949 年に生物学第一（動物生理学）、同第二（細胞遺伝学）の 2 講

座、翌 1950 年に同第三（動物発生学）、同第四（植物生理学）の 2 講座、1951

年に同第五（生態学）が設置され、5 講座をもって一応の完成をみた。 

 理学部の建物は、敗戦後も 1940 年に建てられた木造平屋の仮教室が使わ

れていたが、1947 年には理学部本館の建設を決議し、1952 年 8 月に第 1 期

工事が完成した。以後、1953 年 3 月、1954 年 3 月、1955 年 3 月、1958 年

3 月と建設が続けられ、1960 年 3 月に鉄筋コンクリート 4 階建 7544m2の本

館が完成した。理学部では、1954 年に医学部を除く各学部が教養課程の期間

を 2 年から 1 年半に短縮したのちも、建物が狭隘なため教養部での授業を 2

年としていたが、本館の完成に伴い、1963 年度の入学生から 1 年半に改め

た。 

 高度経済成長期には理学部においても、講座の増設を中心に拡充がはから

れていった。物理学科は、新制九州大学設置時は物理学 6 講座であったが、

1959 年に物理学第七（物性論）が設置されて 7 講座となり、1965 年に原子
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核分光学、大気物理学の 2 講座、翌 1966 年に磁性体物理学、1967 年に原子

核理論が増設されて、11 講座となった。 

 化学科は、新制九州大学設置時は化学 6 講座であったが、1967 年に有機

反応化学、放射化学、量子化学の 3 講座、翌 1968 年に高分子化学、錯塩化

学の 2 講座、1969 年に酵素化学、物性化学の 2 講座が設置されて 13 講座と

なった。 

 地質学科は、1949 年に地質学第五が設置されて、新制九州大学発足時は 5

講座であったが、1965 年に非金属鉱床地質学 1 講座が増設されて、6 講座と

なった。 

 数学科は、新制九州大学発足後も 5 講座の状態が長く続いたが、1961 年 4

月に拡充改組が認められ、翌 1962 年に数学第六、1963 年に計算数学が設置

されて、純粋数学コース 4 講座、統計数学コース 3 講座となった。 

 生物学科は、1951 年に 5 講座で一応の完成をみたあと、1953 年から毎年

講座数倍増の概算要求を提出していたが、1967 年に拡充改組が認められた。

同年、動物発生学が発生生物学に名称変更され、翌 1968 年に分子遺伝学、

生体物理化学の 2 講座、1969 年に生体高分子学、代謝生理学の 2 講座、1970

年に数理生物学が増設されて、10 講座となった。 

 この間、建物も 1965 年に 3 階建 3363m2、翌 1966 年に 6 階建 4443m2、

 
図 7-1 理学部本館と運動場（1959 年） 
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1968 年に同 4795m2の二号館が建設された。また、生物学科の拡充改組と同

時に 6 階建の三号館の建設が計画されたが、大学紛争のため建設は遷延し、

1969 年 11 月に着工して、翌 1970 年 10 月に 6 階建 4457m2の三号館が完成

した。 

 

中央元素分析所 

 有機化合物を構成する元素の組成決定すなわち元素分析は、化合物の化学

構造の決定あるいは確認に不可欠なステップであり、機器分析の発達した現

在においてもなお重要な意義をもっている。しかし、微量分析の実施には依

然として高度の技術と深い経験を必要とし、また、装置を信頼できる状態に

維持するには常時分析を実施していなければならず、個々の研究室でこれを

行うには非常な努力と労力が必要であった。 

 1953（昭和 28）年、化学関係の若手研究者の集まりからこの問題の解決

を望む声が上がり、大学院化学部会で共同利用施設が計画された。その結果、

1953 年度末に中央元素分析所設置の予算要求の一部が認められ、理学部旧二

号館の木造平屋の一室に分析室を整備して、分析装置の試験および分析技術

者の養成が開始された。そして、約 1 年間の準備期間を置き、完全に信頼で

きる分析値を報告できることを確かめたうえで、1955 年 1 月から炭水素微

量分析の依頼受付を始め、続いて間もなく窒素分析業務も開始された。1958

年度からは他大学からの分析依頼にも応じることになり、事実上九州地区の

元素分析のセンターとなった。 

 1968 年には新築の理学部二号館 1 階に移転した。ここは天秤設置に不可

欠な完全な空調設備を有し、従来の問題点であった外気状況の変化の分析値

への影響を排除することができるようになった。 

 その後、機器分析による化学構造決定法の急速な進歩によって元素分析の

化学構造推定の手段としての優位性はややうすれたが、それでも炭水素・窒

素分析件数の合計は 1975 年前後には年間 6000 件を超え、発足当初の 1955
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年度の 658 件にくらべると実に 10 倍に増加した。中央元素分析所は純然た

るサービス機関であり、正式に官制にのっていないため教官の定員はなかっ

た。 

 

極低温実験室 

 第 2 次大戦後、米国の ADL 社が非常に安定性の良いヘリウム液化機を世

界市場に出すようになってから、低温物理学の研究が飛躍的に発展した。日

本でも東北大学がいち早く同液化機を輸入して、全国の研究者の共同利用に

供したのをうけて、低温研究を志向する気運が全国的に広がった。 

 九大理学部においては、1961（昭和 36）年度・1962 年度の 2 か年計画で

極低温実験室の設置が認められ、ヘリウム液化機（コンプレッサー2 台およ

びヘリウムガス純化装置を含む）、液化窒素および液体空気製造装置、鉄心大

型電磁石を含む建築面積 200m2の実験室が完成し、全学に液体ヘリウムの供

給が開始された。1963 年度には、「理学部低温実験室運営規則」が制定され

て、運営委員会が設けられ、極低温実験室の将来計画、予算計画および決算

等の経理、その他の重要な問題はこの運営委員会において審議されるように

なった。また、1963 年には、実験施設を広く学内研究者の利用に供すること

を目的として連絡委員会が設けられ、学内研究者の利用の円滑化がはかられ

るようになった。 

 1969 年度には、液化機とは別個の大型デュワーのなかでヘリウムを液化さ

せる外部ジュール・トムソン膨張方式に改められた。これによって液化日以

外の日でも実験が可能となり、液化能率自体もそれまでの毎時 8ℓ から毎時

10ℓ に増大した。1971 年度には 450m2 の増築が認められ、実験室ができあ

がった。この増築を機に、学部外の研究者のための共同利用実験室も設けら

れた。 

 こうしたことから、全学共同利用の低温センターを設置したいという要望

が高まり、1972 年度には低温センター設立準備委員会が設置されたが、諸般
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の事情により統合移転決定時まで設置には至らなかった。 

 

附属天草臨海実験所の設置 

 天草臨海実験所は、1928（昭和 3）年の設置以来いずれの学部にも属して

いなかったが、1953 年 8 月、国立学校設置法の改正によって理学部の附属

となった。1966 年度には、それまでの実習室 1 室では実習に支障を生じる

ようになったため実習室の面積を倍加するなど増築を行ったが、1971 年に本

建築への建て替えが認められ、翌 1972 年度中に鉄筋コンクリート 2 階建の

本館（研究棟）651m2と、学生宿舎 478m2が完成した。1983 年には研究棟

の増築 350m2と海水揚水設備、車庫、潜水用空気ボンベを充塡するための高

圧コンプレッサー室などの附属建物の整備が認められた。その結果、本館（研

究棟）は大・小の学生実習室、講義セミナー室、図書室、標本室に研究室・

実習室を合わせて 1027m2となり、30～35 名の実習学生と常駐大学院生を収

容できる施設となった。 

 また、天草臨海実験所は創立以来、採集用として伝馬船 2 隻を有していた

が、1949 年には 3t 弱の漁船形の動力船「太白丸」を加えた。1954 年には「太

白丸」を 7t 余の 25 馬力ディーゼル船「おおしま丸」に代え、翌 1955 年に

は 1t の 6 馬力ディーゼル船「はやさき丸」を追加した。そして 1965 年には

「おおしま丸」に代わる 11.3t の「第二おおしま丸」が進水した。1976 年に

は強化プラスチック製、全長 17.2m、総トン数 15.5t の調査艇「あまくさ」

が建造された。「あまくさ」は、巡航速度 16 ノット、最大搭乗人数 40 人で、

船員定員を持たない全国の大学附属臨海実験所、水産実験所の舟艇のなかで

は最大である。同調査艇の竣工により、九州西海岸、五島、八代海、甑列島

までにおよぶ調査が可能となった。 

 

附属基礎情報学研究施設の設置 

 日本学術会議は、学問の将来計画の 1 つとして、情報科学研究所の設置を
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政府に勧告した。九州大学においても 1964（昭和 39）年以降、附属図書館

が窓口となって情報科学研究所設置の概算要求が続けられ、1966 年 5 月 10

日には評議会で「九州大学情報科学委員会規則」が制定されて、情報科学委

員会が設置された。 

 基礎情報学研究施設は、こうした動きを背景に 1967 年 6 月 1 日、国立学

校設置法施行規則の改正によって設置された。基礎情報学研究施設の基本方

針は、将来の発展目標を基礎情報学の特定の分野に局限することなく、全学

の研究陣の協力のもとに、サイバネティックス、バイオニックス、図書館学

等をふくめて、広く全分野を有機的に結合することに置き、この趣旨のもと

に、情報理論・情報方式・情報実験の 3 分野にわたる最小限の構成として、

3 部門構成をすみやかに実現するように計画された。 

 1970 年 4 月 15 日に開かれた情報科学委員会では、基礎情報学研究施設を

充実させ、近い将来に基礎情報学研究所に昇格するよう文部省に働きかける

ことを決定し、1971 年度予算を要求した。この結果、1972 年には、当初の

基礎情報学第一部門（情報理論）に加えて、第二部門として情報方式部門が

設置され、1977 年には情報実験部門が設置されて、当初予定の 3 部門が完

成した。 

 
（2）工学部の拡充 
 

建築学科の設置 

 1949（昭和 24）年の新制大学発足時における九州大学の工学部は、土木

工学科、機械工学科、電気工学科、通信工学科、応用化学科、採鉱学科、冶

金学科、造船学科、応用力学科の 9 学科・50 講座であり、この状態は建築学

科が設置される 1954 年まで続いた。 

 九州大学には九州帝国大学工科大学が設置された翌年の 1912（明治 45）

年以来建築学講座が設けられていたが、この建築学講座の教官は九州大学の
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建物の設計を担当していた建築課長（施設課長）の兼任となっており、建築

学科の直接の母体とはならなかった。 

 建築学科の設置については、1945（昭和 20）年の工学部教授会で可決さ

れ、1947 年から翌 1948 年にかけて建築学科設置期成会が結成され、日本建

築学会九州支部、建設省九州地方建設局、福岡県建築士会はじめ福岡県下に

おける 7 市長の支援を得て、建築学科設置運動が進められた。1953 年には

工学部内に建築学科設置準備委員会が組織され、翌 1954 年度に 5 講座の概

算要求として提出された。この結果、1954 年 4 月に工学部における戦後は

じめての学科として建築学科が設置された。 

 講座は、1954 年に建築学第一（建築構造学第一）が設置され、翌 1955 年

には従来の建築学講座が建築学第六（建築設計学）に改められ、1956 年に同

第二（建築構造学第二）、同第四（建築計画学第一）の 2 講座、翌 1957 年に

同第三（建築構造学第三）、同第五（建築計画学第二）の 2 講座が設置され

て、6 講座で一応完成した。1960 年には大学院工学研究科に建築学専攻の修

士課程が設置され、1962 年には博士課程が開設された。 

 建物は、当初は工学部本館・一分館・二分館などを借用していたが、1958・

59 年度に建築学科旧館 3 階建 882 坪（約 2916m2）が建設され、1963 年度

には 500t 大型構造物実験室 69 坪（約 228m2）が建設業界の寄付によって建

てられた。 

 その後、1964 年 9 月には、建築学第一講座（建築構造学第一）が同（鉄

骨構造及び構造力学）、建築学第二（建築構造学第二）が同（鉄筋コンクリー

ト構造及び構造力学）、建築学第三（建築構造学第三）が同（建築材料学及び

施工学）、建築学第四（建築計画学第一）が同（建築計画学）、建築学第五（建

築計画学第二）が同（建築環境工学）、建築学第六（建築設計学）が同（建築

史及び建築・都市論）に講座内容が変更されたが、1968 年には拡充改組が認

められて、1968 年に建築学第三（建築材料学及び施工学）が同第四（建築材

料学及び建築施工学）、同第五（建築環境工学）が同第五（建築環境学）、同
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第四（建築計画学）が同第七（建築計画学）、同第六（建築史及び建築・都市

論）が同第九（建築様式史及び建築意匠）にそれぞれ名称変更され、翌 1969

年に建築学第三（耐震・耐風工学）、1970 年に同第八（都市設計及び都市計

画学）、1971 年に同第六（建築設備計画学）の 3 講座が増設されて 9 講座と

なった。それに伴い、1969 年度に新館および製図室の新築、旧館 4 階部分

の増築が行われ、建築学教室の建物の総床面積は所定の 1500 坪（約 4959m2）

となった。 

 

航空工学科の設置 

 1938（昭和 13）年に設置された航空学科は、敗戦後連合国軍最高司令部

（GHQ）の命令によって廃止され、工業力学科を経て、応用力学科に改組さ

れていたが、1952 年 4 月に平和条約が発効すると、日本の航空活動の禁が

解かれ、1954 年に東京大学、翌 1955 年に京都大学に航空工学科が復活設置

された。 

 そして、1956 年 4 月には九州大学と名古屋大学に航空工学科が設置され

ることになり、1957 年には応用力学 2 講座が廃止されて、航空工学第一（航

空機構造・材料・設計）、同第二（航空機運動学）、同第三（航空機強度・振

動）の 3 講座が設置された。翌 1958 年には残っていた応用力学 1 講座が廃

止されて、航空工学第四（航空流体力学）、同第五（航空機艤装・誘導）の 2

講座が設置され、1959 年に航空工学第六（航空原動機）が設置されて 6 講

座で完成した。大学院は、1953 年に工学研究科応用力学専攻として設置され

ていたが、航空学科の設置後も応用力学専攻として続いている。 

 

合成化学科の設置 

 合成化学科は 1957（昭和 32）年 4 月に設立された。全国ではじめて合成

化学の名を冠した学科である。1957 年 4 月、応用化学第三講座の振替によ

って合成化学第三講座（低分子合成化学）が設置され、翌 1958 年に合成化
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学第一（量子化学及び理論有機化学）、同第四（高分子合成化学）の 2 講座、

1959 年に同第二（酵素及び触媒化学）、同第六（反応設計学及び反応制御学）

の 2 講座、1960 年に同第五（有機分析学）が設置されて、6 講座となり一応

学科の構成が完成した。1961 年には大学院工学研究科に合成化学専攻が設置

されて修士課程が開設され、1963 年には博士課程が開設された。 

 建物は開設当初は、応用化学科の本館および旧分館の一部を借用していた

が、1958 年 3 月に第 1 期工事として鉄筋コンクリート 4 階建 403 坪（約

1332m2、うち寄付によるもの 182 坪（約 602m2））が完成し、その後、1960

年 4 月に第 2 期工事として 400 坪（約 1322m2）が増築された。 

 

生産機械工学科の設置 

 生産機械工学科は、生産技術の著しい進展に伴い、機械工学のうち生産工

学の分野の研究と教育を充実させ発展させる見地から、1958（昭和 33）年

に設立された。1958 年に、機械工学科の機械工学第六（工作法、工作機械）

が生産機械工学第一（機械加工）に振り替えられ、翌 1959 年生産機械工学

第四（自動制御）、同第五（生産設計）の 2 講座、1960 年に同第二（塑性加

工）、1961 年に同第三（工作機械及び工具）、1964 年に同第六（表面精密加

工）が設置されて、6 講座編成の学科構成が完成した。大学院は、1963 年に

工学研究科生産機械工学専攻が設置されて修士課程が開設され、1965 年には

博士課程が開設された。 

 建物は 1960 年にまず総合実験工場 593 坪（約 1960m2）が完成し、1962

年に工学部二号館の一部として鉄筋コンクリート 4 階建 594 坪（約 1964m2）

の新営が行われた。 

 

電子工学科の設置 

 1959（昭和 34）年には、電子工学科が設立された。1959 年に電子工学第

一（電子工学基礎、のち電子回路工学）が設置され、翌 1960 年に同第二（電
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子計算工学）、同第三（電子制御工学）の 2 講座、1961 年に同第四（電子計

測工学）、同第五（半導体工学、のち電子物性工学）の 2 講座、1962 年に同

第六（電子機器工学）が設置されて、6 講座となり一応学科の構成が完成し

た。1963 年には大学院工学研究科に電子工学専攻が設置されて修士課程が開

設され、1965 年には博士課程が設置された。 

 建物は設置当時は、高周波実験室、十一号館、および十二号館の一部を借

用していたが、1962 年 3 月、工学部二号館の一部として、鉄筋コンクリー

ト 4 階建 3487m2が完成した。 

 電子工学科の設置によって、九州大学の電気系学科は、それまでの電気工

学・通信工学とあわせて 3 学科となった。電気工学科は、新制九州大学発足

以来 4 講座のままであったが、1963 年に大幅な拡充改組が行われ、電気工

学第一が同第八（発変電工学・送配電工学）、同第二が同第七（電気機器学）、

同第三が同第一（電気磁気学）、同第四が同第四（電気計測学）に改められ、

翌 1964 年に同第二（電気回路学）、同第三（電気物性学）の 2 講座、1965

年に同第五（電力制御学）、同第六（放電工学・プラズマ工学）の 2 講座、

1966 年に同第九（照明工学・電熱工学）が増設されて、9 講座となった。ま

た、共通講座として 1964 年に一般電気工学講座が新設された。電気工学科

の建物は、1966 年に工学部二号館の中央に南北にまたがって建設された。鉄

筋コンクリート 4 階建 4755m2で、高圧実験室および電力実験室は別棟とな

っている。 

 通信工学科は、1945 年に電気工学科から分かれて設置されたときは 3 講

座であったが、1961 年に 4 講座に改められ、1967 年に通信工学第二（情報

工学）、翌 1968 年に同第六（通信素子学）が増設されて 6 講座となった。1965

年には大学院工学研究科に通信工学専攻が設置されて修士課程が開設され、

1967 年には博士課程が開設された。建物は、工学部二号館で、1968 年に 4

階建 2390m2、1971 年に同 1016m2が建設された。 
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化学機械工学科の設置 

 化学機械工学科は 1960 年 4 月に設置された。応用化学科の化学機械学講

座の振替によって化学機械工学第三（単位操作学）が設置され、翌 1961 年

に化学機械工学第一（工業物理化学）と同第二（単位反応学）の 2 講座、1962

年に同第四（熱操作学）と同第五（流体操作学）の 2 講座、1963 年に同第

六（化学装置設計）が設置されて 6 講座となった。その後 1967 年に化学機

械工学第二（単位反応学）が同（反応操作学）に内容変更され、1969 年には

前年度に閉鎖された九州大学工業教員養成所機械工学科からの振替として化

学機械工学第七（プロセス制御学）が増設されて 7 講座となった。1964 年

には大学院工学研究科に化学機械工学専攻が設置されて修士課程が置かれ、

1966 年には博士課程が置かれた。建物（1050 坪）は、九州大学通用門から

入って左側、工学部二号館の一角に建設され、1963 年に全館の完成をみた。 

 化学機械工学科の設置によって、九州大学の化学系学科は 3 学科となった。

応用化学科は、新制九州大学発足時は 7 講座であったが、1957 年の合成化

学科の設置によって応用化学第三講座を合成化学第三講座に振り替えたため

応用化学 5 講座と化学機械学の計 6 講座となり、応用化学第四以下の講座番

号を、第四を第三に、第五を第四に、第六を第五にそれぞれひとつずつ繰り

上げた。その後、1960 年の化学機械工学科の設置によって、化学機械学講座

を化学機械工学第三（単位操作学）講座に振り替えたため 5 講座となったが、

1967 年には応用化学第六（化学反応工学）が増設されて 6 講座となった。 

 

鉄鋼冶金学科の設置 

 1961（昭和 36）年には、鉄鋼について製錬、材料、加工、物性、表面化

学と幅広い領域をカバーし、金属のあらゆる分野にわたっての研究・教育を

行うことを目標として、鉄鋼冶金学科が新設された。1961 年に冶金学第二（鉄

冶金学）が鉄鋼冶金学第一（鉄鋼製錬）に振り替えられて発足し、翌 1962

年に鉄鋼冶金学第二（融体物理化学）、同第三（鉄鋼材料）の 2 講座、1963
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年に同第四（金属塑性加工）、同第五（金属物性論）の 2 講座、1964 年に同

第六（金属表面化学）が設置されて 6 講座で一応完成した。大学院は 1965

年に工学研究科に鉄鋼冶金学専攻が設置されて修士課程が開設され、1967

年に博士課程が開設された。 

 建物は工学部三号館東側に位置し、1963 年に鉄筋コンクリート 4 階建

1729m2、翌 1964 年に同 1772m2が建設された。1967 年 3 月には、鉄綱冶

金学科拡充後援会から鉄綱冶金学科実験室 278m2の寄付を受けた。 

 冶金学科は、戦後の学制改革に際して講座の再編成を行い、それまでの 5

講座を、第一講座（冶金学）、第二講座（鉄冶金学）、第三講座（特殊冶金学）、

第四講座（製造冶金学）、第五講座（物理冶金学）としていたが、鉄鋼冶金学

科の設置によって、冶金学第二が鉄鋼冶金学第一に振り替えられて 4 講座と

なったため、冶金学第一（冶金学）を同第一（非鉄冶金学及び電気冶金学）、

同第三（特殊冶金学）を同第二（特殊冶金学及び粉末冶金学）、同第四（製造

冶金学）を同第三（製造冶金学）、同第五（物理冶金学）を同第四（物理冶金

学及び非鉄金属材料学）と改めた。建物は工学部三号館中央に、西は採鉱学

科、北は鉄鋼冶金学科と接して、1965 年に鉄筋コンクリート 4 階建 3288m2

が建設された。 

 

動力機械工学科の設置 

 動力機械工学科は、1962（昭和 37）年 4 月、機械工学の分野のうち、原

動機および作動機関係の研究と教育を促進し、充実する見地から、動力機械

工学第三（水力機械）の新設により設立された。翌 1963 年に動力機械工学

第四（空気機械）、同第五（蒸気原動機）の 2 講座、1964 年に同第一（原動

機力学）、同第六（内燃機関）の 2 講座、1965 年に同第二（原動機熱力学）

が増設されて、6 講座編成の学科が完成した。1966 年には大学院工学研究科

に動力機械工学専攻が設置されて修士課程が開設され、1968 年には博士課程

が開設された。建物は、1963 年二号館に鉄筋コンクリート 4 階建 2539m2



第 1 章 学部の増設と拡充 

75 

が建設された。 

 動力機械工学科の設置によって九州大学の機械関係の学科は、機械工学の

基礎分野の研究を担当する機械工学科、生産工学の分野の研究を担当する生

産機械工学科、動力工学の分野を担当する動力機械工学科の 3 学科となった。

この 3 教室は一応別教室であるが、研究教育の面では共同運営が行われてい

る。機械工学科は、1958 年に生産機械工学科が設置されると、機械工学第六

（工作法、工作機械）が生産機械工学第一講座（機械加工）に振り替えられ

て 5 講座となったが、1961 年には機械工学第一（機械力学、機構学）が同

第一（機械力学）に、機械工学第二（機械設計法）が同第九（機械設計法）

に、機械工学第三（水力学、水力機械）が同第五（流体機械工学）に、機械

工学第四（蒸気原動機）が同第六（蒸気工学）に、機械工学第五（内燃機関）

が同第七（内燃工学）にそれぞれ改められ、翌 1962 年には機械工学第四（伝

熱学）および同第八（燃焼学）、1963 年には機械工学第二（機械構造学）、

1964 年には機械工学第三（流動工学）が増設されて、9 講座となった。建物

は、1963 年と翌 1964 年の 2 年度にわけて、工学部二号館の一部として、鉄

筋コンクリート 4 階建 1050 坪（約 3471m2）の新営が行われた。 

 

水工土木学科の設置 

 水工土木学科は、1963（昭和 38）年に工学部第 17 番目の学科として設置

された。土木工学科の土木工学第四（衛生工学）が水工土木学第五（上水工

学及び水資源）に振り替えられることによって発足し、翌 1964 年に水工土

木学第一（応用水理学）、同第三（河川工学）の 2 講座、1965 年に同第二（土

質工学）、同第四（海岸工学）の 2 講座、1966 年に同第六（下水工学）が増

設されて 6 講座となった。1967 年には大学院工学研究科に水工土木学専攻

が設置されて修士課程が開設され、1969 年には博士課程が開設された。建物

は工学部四号館として、1965 年に鉄筋コンクリート 4 階建 1747m2、翌 1966

年に同 1787m2が完成した。 
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 これよりさき、土木工学科は、1961 年に道路工学講座が増設されて 7 講

座となっていたが、水工土木学科の新設によって講座内容は大きく変更改正

され、土木工学第六（構造力学）を同第一（構造力学）、同第二（橋梁工学）

を同第二（橋梁工学）、同第三（河海工学）を同第三（河海工学）、同第五（土

木材料施行法）を第四（土木施工法及びコンクリート工学）、同第一（鉄道工

学）を第五（鉄道工学）、道路工学を同第六（道路工学）に改組した。その後

1967 年に土木工学第三（河海工学）は同（土木構造学）に内容変更された。 

 

応用原子核工学科の設置 

 水工土木学科の設置後はしばらく学科の増設がみられなかったが、それか

ら 4 年後の 1967（昭和 42）年には応用原子核工学科が設置された。1968 年

に応用原子核工学第二（放射線計測及び安全工学）、同第六（原子力機械工学）

の 2 講座が設置され、翌 1969 年に応用原子核工学第一（原子核機器工学）、

同第四（核燃料工学）の 2 講座、1970 年に同第三（放射線物性工学）、同第

五（原子力化学工学）の 2 講座が設置されて 6 講座となった。1971 年には

大学院工学研究科に応用原子核工学専攻の修士課程が設置され、1973 年には

博士課程が開設された。 

 これよりさき、工学部には共通講座として、1957 年に応用原子核物理学講

座が設置され、さらに 1960 年には原子炉工学講座、翌 1961 年には原子炉材

料学講座が設置されていた。これらの講座は、当初は応用理学教室に所属し

ていたが、1961 年度に 3 講座が揃ってからは慣例によって原子核工学教室

として独立した。応用原子核工学科は、建前としては 1968 年以降に新設さ

れた 6 講座からなり、はじめに設置された共通講座 3 講座は原子核工学教室

として残っていることになるが、実質的にははじめから 1 つの教室として運

営されてきた。1970 年に全部一緒にして 9 講座で応用原子核工学科にする

ことを申請したが、取り上げられるにいたらなかった。 

 応用原子核工学科の建物は、建築学科の海岸側、工学部の一番奥の松林の
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中に、1969 年 4 月に

第 1 期として鉄筋コン

クリート 6 階建 3495 

m2 が完成し、1971 年

4 月には第 2 期として

1392m2が完成した。 

 

既設学科の講座増設 

 以上のように高度経

済成長期の九州大学工

学部では機械・化学・電気等を中心に関係の学科が新たに設置されていった

が、造船学科・採鉱学科の 2 学科は大きな変化はみられなかった。 

 造船学科は、新制大学発足時は 5 講座で、1964（昭和 39）年には造船学

第一（船体強度理論及び船体振動学）、同第二（流体力学及び船舶運動論）、

同第三（船体構造論及び商船設計）、同第四（船舶抵抗論及び船舶推進論）、

同第五（造船工作論及び商船艤装）となっていたが、1970 年には造船学第六

（船舶溶接工学及び熱塑性加工学）が設置されて 6 講座となった。 

 採鉱学科は、新制九州大学発足時は、採鉱学 3 講座と応用地質学、物理探

鉱学の計 5 講座で、その後も講座数に変化はなかったが、1963 年に採鉱学

第一が同第一（採鉱学）、同第三が同第二（採鉱機械学）、同第二が同第三（選

鉱学）、応用地質学が採鉱学第四（応用地質学）、物理探鉱学が採鉱学第五（物

理探査学）にそれぞれ改められた。 

 共通講座は、工学部において基礎科学の研究を行い、併せて工学部の共通

講義・共通実験を担当することを目的として設置されたもので、新制大学発

足時は、応用理学 4 講座と材料強弱学、建築学の計 6 講座であったが、1956

年に応用推計学、翌 1957 年に応用原子核物理学、1960 年に原子炉工学、1961

年に工業数学と原子炉材料学、1962 年に工業分析化学、1963 年に工学力学、

図 7-2 工学部材料強弱学教室（1959 年） 
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1964 年に一般電気工学、1965 年に材料力学第二が設置されて 14 講座とな

った。この間、1963 年には応用理学第一が応用数学第一に、応用理学第二が

力学第一に、応用理学第三が応用物理学に、応用理学第四が物理化学に、工

業数学が応用数学第二に、工業力学が力学第二に、材料強弱学が材料力学に

それぞれ改められた。 

 このうち応用数学第一、応用数学第二、応用推計学、力学第一、力学第二、

応用物理学、物理化学の 7 講座は応用理学教室を構成している。材料力学 2

講座は材料強弱学教室として機械工学科と一緒に運営されており、1969 年に

は、材料強弱学教室の建物鉄筋コンクリート平屋建 1006m2 が完成した。ま

た、応用原子核物理学、原子炉工学、原子炉材料学の 3 講座は応用原子核工

学科と一緒に運営されており、工業分析化学は応用化学科と、一般電気工学

は電気学科と一緒に運営されている。 

 

コバルト 60 放射線照射実験室 

 γ
ガンマ

線源や粒子加速器の開発に伴い、物質に対する放射線の照射効果に関す

る研究が飛躍的に発展しつつあった昭和 30 年代の初期に、九州大学でも各

研究分野から強力なγ線照射施設の設置の要望が出された。その結果、1960

（昭和 35）年および 1961 年度の文部省特別設備費によって、1961 年 4 月

に全学共同利用施設として、九州大学コバルト 60 放射線照射実験室が設置

された。実験室は 11×12.5m2 のほぼ正方形の鉄筋コンクリート造りの独立

平屋で、照射室および迷路、操作室（正面および側面操作室）、ガンマセル室

および液体窒素室より構成されている。各種物質および生物に対するγ線照

射の影響に関する研究を行うために設置されたもので、実験用としては西日

本地区の大学にはじめて設置されたものであり、実験室運営および放射線管

理の実務を行うため、助手 1 および技官 1 が置かれている。1961 年 5 月に

はコバルト 60 放射線照射実験室の全学的な運営を円滑に行うため、「九州大

学箱崎地区コバルト六〇放射線照射実験室運営規則」が制定された。 



第 1 章 学部の増設と拡充 

79 

 当初は 3000 キュリーのコバルト 60 を線源とするγ線照射装置（東芝

RE-1001 型照射装置）であったが、1966 年度に 3500 キュリーに線源の増量

が行われた。また、その後照射希望の急増に対応するため、1968 年度に 1600

キュリーのコバルト 60 線源を備えた小型のγ線照射装置（カナダ原子力公

社 Gammacell-220 型照射装置）が増設された。さらに、1973 年度には

RE-1001 型照射装置の線源が 5000 キュリーに増量された。 
 

（3）農学部の拡充 
 

林産学科の設置 

  農学部では、敗戦後の 1946（昭和 21）年に畜産学科と農政経済学科が設

置されたが、高度経済成長期には、林産学科（1961 年）と食糧化学工学科

（1965 年）が新たに設置された。 

 これよりさき、1957 年 4 月に、生産科学研究所の旧木材研究所に属して

いた木材関係の 3 部門が分離して、農学部に新設された木材研究施設に配置

転換され、生物化学物理、有機高分子化学、木材化学の 3 部門が置かれてい

た。 

 林産学科は 1961 年 4 月、林学科の林学第二（木材理学）が林産学第一（木

材理学）に、林学第五（林産化学）が林産学第三（木材化学）に、木材研究

施設の木材化学部門が林産学第二（木材工学）に、有機高分子化学部門が同

第四（木材化学工学）に振り替えられることによって設置された。その後、

1965 年には林産学第一が木材理学、同第二が木材工学、同第三が木材化学、

同第四が木材化学工学にそれぞれ名称変更された。 

 林学科は、林産学科の新設によって、林学第二（木材理学）、林学第五（林

産化学）の 2 講座が林産学科に振り替えられたため、それまでの林学第六が

林学第二に改められて 4 講座となった。1969 年 4 月には木材研究施設で唯

一残っていた生物化学物理部門が農林生物物理学講座として林学科に移行
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し、林学科は 5 講座となった。これによって、農学部附属木材研究施設は 1969

年 3 月をもって廃止された。 

 

食糧化学工学科の設置 

 食糧化学工学科は、食糧科学の進歩、食糧工業の近代化に伴い化学・生物

学・工学の基礎をもつ新しいタイプの研究者・技術者の養成を使命として、

1965（昭和 40）年 4 月に設置された。 

 これよりさき、農芸化学科は、1945 年 6 月に農芸化学第四、1949 年に蚕

糸化学、1957 年に農業薬剤化学が設置されて 8 講座となっていた。1963 年

度の概算要求では新設 6 講座からなる食糧化学工学科設置の申請を行った

が、学科の設置は認められなかった。1964 年度の概算要求においても、食糧

化学、食品製造工学、食品保藏学、微生物利用学、生物化学工学、酵素化学

工学の新設 6 講座からなる食糧化学工学科の設置を再度申請したが実現をみ

ず、1964 年には食品分析学が設置されて、農芸化学科は 9 講座となった。

このため 1965 年度の概算要求では、農芸化学科の改組拡充による申請にき

りかえ、農芸化学科の既設 3 講座に新設 3 講座を加えた 6 講座編成の食糧化

学工学科新設を申請し、ようやく 1965 年に 6 講座編成の新学科発足が決定

した。 

 食糧化学工学科は、農芸化学科の農芸化学第三、農産製造学、食品分析学

が、それぞれ食糧化学工学科の栄養化学、食糧化学、食品分析学に振り替え

られて 3 講座で発足し、翌 1966 年に食品製造工学、1967 年に微生物工学、

1968 年に食品衛生化学が増設されて 6 講座となった。1969 年には大学院農

学研究科に食糧化学工学専攻が設置されて修士課程が開設され、1972 年には

博士課程が開設された。 

 農芸化学科は、食糧化学工学科の新設に伴って、農芸化学第三、農産製造

学、食品分析学の 3 講座を同学科に振り替えたため 6 講座となったのに伴い、

1965 年に農芸化学第一が土壌学、同第二が植物栄養・肥料学、同第四が発酵
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学、農業薬剤化学が農

薬化学にそれぞれ名称

変更された。 

 

既設学科の講座増設 

 農学科は、1946（昭

和 21）年に畜産学科と

農政経済学科が分離し

て 7 講座となって以

来、講座数に変化はなく、1954 年に動物学第二が昆虫学に、養蚕学が蚕学に

それぞれ改められ、1964 年に植物学が栽培学に改められた。水産学科も 1942

年に 4 講座となって以後、講座数に変化はなかった。 

 農業工学科は、1947 年 4 月に農学科から気象学・統計学を加えて 3 講座

となっていたが、1952 年には干拓工学が新設され、農業工学が農業土木学に

改められた。その後、1960 年には気象学・統計学が農業気象学に名称変更さ

れた。また、1962 年度から学科の改組拡充が行われ、農業土木学が灌漑利水

工学、干拓工学が排水干拓工学に改められ、1964 年に土質理工学、翌 1965

年に農産機械工学が設置されて、6 講座となった。 

 畜産学科は、1946 年に農学科から分離独立した当時は、畜産学第一、同第

二、動物学の 3 講座で構成されていたが、1954 年に畜産製造学、1967 年に

飼料学が増設されて 5 講座となった。農政経済学科は、1946 年に農学科か

ら分離独立した時には 3 講座であったが、1960 年に農業計算学が新設され

て 4 講座となった。 

 農学部の建物は、1938 年に再建された農芸化学本館を除いてその大部分が

学部創設時のもので老朽化が激しかったが、1963 年から 1972 年にかけて順

次整備されていった。一号館は、1969 年 2 月に第 1 期工事 6 階建 4428m2、

翌 1970 年 11 月に第 2 期工事同 4354m2が完成した。1 階に事務部が入り、

図 7-3 農学部一号館（1959 年） 
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1 階から 3 階に農学科、4 階から 5 階に畜産学科、6 階に農政経済学科が移

った。二号館は、1964 年 3 月に第 1 期工事 6 階建 1345m2、同 1967 年 2 月

に第 2 期工事同 4895m2が完成し、林学科と農業工学科が移転した。三号館

は、1964 年 3 月に第 1 期工事 6 階建 2516m2、翌 1965 年 3 月に第 2 期工事

同 2510m2が完成し、1 階から 3 階に林産学科が、4 階から 6 階に水産学科

が移転した。四号館は、1967 年 3 月に 6 階建 3476m2が完成し、食糧化学工

学科が入った。五号館は、1972 年 3 月に 6 階建 3646m2が完成し、農芸化学

科が移転した。 

 

水産実験所の移転 

 水産実験所は、1944（昭和 19）年に糸島郡北崎村（西ノ浦）に設置され

たが、1953 年 6 月の豪雨による裏山の崖崩れのため建物の大半が倒壊した。

このため、宗像郡津屋崎町から敷地 2505 坪（約 8281m2）の寄付を受け、

1955 年 3 月に新たに木造平屋建 103 坪（約 340m2）の実験所を建設して、

ここに移転した。 

 1964 年 3 月には全国にさきがけて水族環境自動調節実験室（アクアトロ

ン）が完成し、1967 年 3 月に水族飼育室、さらに翌 1968 年 3 月に大型実験

水槽などが新設された。同年 7 月にはこれらの新施設を社会教育のために水

産増殖科学館（通称九大水族館）と名付けて一般に公開した。水産増殖科学

館には魚病研究室、稚仔魚飼育室、水質分析室、水族環境自動調節実験室、

飼料製造室、養成室、展示室、大型実験水槽室などがあり、水産増殖に関す

る研究実験を見せるしくみになっている。1971 年 3 月には毎時 200t の海水

を供給できる海水取水装置が完成し、この施設の能力を最大限に発揮できる

ようになった。1986 年 9 月には水産実験所本館および学生寄宿舎等 1270 m2

が竣工した。 
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附属生物的防除研究施設の設置 

 農学部附属生物的防除研究施設は、1964（昭和 39）年、農林業および衛

生害虫の理想的防除法を確立するため、天敵の利用に関する基礎および応用

研究を行うことを目的として設置された。1964 年にはまず天敵微生物学部門

が設置され、旧農業工学本館 1 階の 2 室が天敵微生物学部門の研究室にあて

られた。その後、2 室のみでは手狭になったため、隣接する農学科の学生実

験室の一部を利用するようになった。工事は 1966 年 4 月に完成し、無菌操

作室と準備調製室がこれにあてられた。 

 1966 年には、天敵昆虫その他の小動物を利用した生物的防除に関する基礎

的ならびに応用的研究を行うことを目的として天敵増殖学部門が設置され

た。当初は旧林学科の建物の一部を利用していたが、1967 年 5 月には旧農

業工学科本館 2 階に移転した。 

  1936 年に創設された彦山生物学研究所は、創設以来本部の所管となってい

たが、農学部からの申し入れにより、1959 年 4 月に農学部に移管された。

1971 年には農学部附属研究施設として正式に設置が認められ、それに伴って

名称も彦山生物学実験所と改められた。 

 

附属農場 

 附属農場は戦前においては、耕地の一部を地元民に耕作させ、小作経営の

研究に資していたが、1946（昭和 21）年の農地制度改革に伴う「自作農創

設特別措置法」の施行によって、1949 年 12 月に約 4 ヘクタールを農林省へ

所管換した。 

 また、業務の運営をいっそう強力に遂行する対策として、1946 年 6 月に

「農場運営規定」が制定され、農場の重要業務に関する審議機関として、農

場協議会を置き、農場主事の制度が設けられた。農場実習は旧制度では講座

の実験実習と集中実習であったが、1952 年 10 月より週日および集中実習に

切り替わり、農場教官が実施するようになった。 
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 1956 年頃から農場の施設・設備の充実要求が実現するようになり、まず温

室暖房装置が年次的に更新された。1957 年 3 月には中型ホイルトラクタ（ノ

ルマーグ）が購入され、農場の機械化の第一歩が踏み出された。また、老朽

化施設の更新・改築も進められ、木骨温室の改築が年次的に実施された。 

 1964 年 3 月には旧来の「農場運営規定」を全面的に改正して、「附属農場

規則」を制定した。これによって、附属農場は基本方針をいっそう明確化し、

農場自体で農学に関する研究と学生の実習教育を行うことを主な任務とする

ようになった。そこで従来の組織を改廃し、研究部と事務部が設けられた。

同年 10 月には大型トラクタ（ファガソン）と各種作業機 10 点が購入され、

本格的な機械化が進み、水田の耕起・整地にも大型トラクタの威力が発揮さ

れるようになった。 

 1965 年からは粕屋地方演習林内の一部を借用して篠栗農場の造成が開始

され、果樹園（5ha）と肉畜放牧場（15ha）の整備が進められた。同年 10

月には 2 台目の大型トラクタが購入され、畑作や水田裏作飼料は一段と増産

されるようになった。翌 1966 年には原町農場に 1717m2 の大型ハウスが完

成し、さらに 1968 年 3 月には近代的農業経営に即応するため耕地の基盤整

備を実施し、大型機械作業に有利な 35a の長方形水田と幅広い農道が完成し

て水田の機械化が一躍進展した。1969 年度からは、3 か年近代化設備予算が

認められ、農場設備の機械化による体質改善が飛躍的に進展充実されるよう

になった。また、1952 年には本館 466m2 が改築され、1967 年には作業室

557m2が改築された。 

 この間、1952 年 7 月には、附属指宿試験地が正式に発足した。同試験地

は、1946 年に外地喪失による沖縄桑の供給地ならびに養蚕地として、鹿児島

県指宿郡指宿町（現指宿市）の旧海軍航空隊用地の一部 4528坪（1万 4969m2）

の所管換を受けて開設されていたものであり、1954 年 3 月には同試験地に

隣接して大蔵省から 2358 坪（7795m2）の所管換を受けた。同地の気象的条

件を利用して暖地農業の研究と教育が行われており、1964 年 8 月には試験
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地内での温泉の試掘に成功し、小規模ではあるが温室などの暖房源に利用さ

れている。 

 

演習林 

 戦前における九州大学の演習林は、樺太・朝鮮・台湾を中心に総面積 4 万

7284ha に及んでいたが、敗戦によって樺太などの外地演習林を失い、面積

も一挙に 3340ha とわずか 15 分の 1 近くに減少した。このため外地演習林

に代わるものとして、北海道足寄
あしょろ

郡足寄町所在の元陸軍軍馬補充部の牧場用

地として使用されていた林地 3740ha を大蔵省に所管換を要求し、1949（昭

和 24）年 2 月に所管換を受けて北海道地方演習林の設置をみた。十勝川の支

流利別川に沿って南北に 1 万 1000m、東西に 4000m の海抜 200～430m の

間に起伏する傾斜地で、その間数条の小支流が東西に流れて、利別川に注い

でいる。 

 北海道に演習林が設置された目的は、九州地区にある暖温帯林の粕屋地方

演習林、暖温帯海岸マツ林の早良地方演習林および温帯林の宮崎地方演習林

の 3 つの演習林に対応して、北方林である冷温帯林や亜寒帯林の林学・林産

学に関する教育・研究の場として活用していくというものであった。 

 その後、演習林の実習ならびに研究上の都合から宮崎地方演習林所属の熊

本県人吉市の苗畑用地 3638m2 と福岡県糟屋郡久山町の福岡営林署所管の国

有林 70ha との交換を交渉し、1954 年 2 月に新谷団地として粕屋地方演習林

に編入した。さらに、福岡市役所水道局の貯水ダム用地として粕屋地方演習

林久山地区（穴口）9ha の払い下げ要請があり、久山町鹿倉の林地 20ha と

の相互所管換を行い、1969 年 7 月、この鹿倉団地を粕屋地方演習林に編入

した。 
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（4）工業教員養成所 

 
工業教員養成所の設置 

 昭和 30 年代には、経済の高度成長に伴う技術者の需要急増、科学技術の

振興策による工業教育の拡充、さらには 1963（昭和 38）年度以降に予想さ

れる高等学校生徒の急増等によって、工業高等学校や高校工業課程の新設拡

張が計画され、高等学校における工業科担当教員が大量に必要とされるよう

になった。 

 文部省はすでに、1949 年度から、文部大臣が認定する工業教員養成のため

の課程を一般の工学部で行う一方、東北大学や東京工業大学等 7 国立大学の

工学部に工業教員養成課程を設置して、工業教員の養成をはかっていたが、

産業界の好況のため工業教員となるものは年々減少し、1959 年度においては

7 大学の同課程卒業者 103 名のうち教職に就いたものは 1 名という状況であ

った。 

 こうしたことから文部省は、短期間に多数の工業教員を養成して事態の打

開をはかるため、臨時措置として工業教員に関する教員免許状取得の制度を

改正し、1961（昭和 36）年 5 月 19 日に、「国立工業教員養成所の設置等に

関する臨時措置法」（法律第 87 号）を制定して、北海道、東北、東京工業、

横浜国立、名古屋工業、京都、大阪、広島、九州の全国 9 国立大学に工業教

員養成所を設置した（資料編Ⅱ－418、pp.213-215）。 

 工業教員養成所は、高等学校卒業を入学資格とし、修業年限は 3 年で、工

業に関する専門教育を主とし、これに基礎教育および教員として必要な教職

教育を課して、大学工学部卒業とほぼ同程度の専門学力と教員としての教養

を与えることを目的としており、所定の課程を終えて卒業した者には、高等

学校教諭二級普通免許状（工業科）が授与された。また、授業料の 3 分の 2

は納付を猶予され、猶予された授業料は、卒業後 3 年間工業科教員として在

職した場合は免除するなどの特典が与えられていた。 
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 しかし工業教員養成所は、工業教員の早期養成、確保を最大の目的として、

国立学校設置法にもとづかず単独立法で設置されたため、戦後教育の基本で

ある 6・3 制による単線型体系を崩すものとの批判があり、また、教員の養

成は大学で行うとした教育職員免許法の原則を破るなど、さまざまな問題点

を含んでいた。 

 工業教員養成所は、文部省の予定では電気工学・機械工学・工業化学・土

木工学・建築学の 5 学科を、全国 9 大学に 3 学科ずつ、合計 27 学科配置す

る予定であったが、予算決定の段階で、電気 6・機械 6・工業化学 5・建築 3・

土木 2 の合計 22 学科となった。九州大学工業教員養成所には、電気工学・

機械工学・工業化学の 3 学科が置かれる予定であったが、電気工学が削除さ

れて、機械工学・工業化学の 2 学科が設置された。学科の定員は各 40 名で

あった（資料編Ⅱ－419、pp.215-222）。 

 工業教員養成所設置の法律が国会を通過成立したのは 5 月に入ってからの

ことであり、九州大学工業教員養成所では、6 月 5 日から 10 日まで願書を受

け付け、6 月 18 日に入学者選抜試験を実施した。試験科目は数学Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、

英語、物理（機械工学科のみ）、化学（工業化学科のみ）で、同月 27 日に合

格者が発表された。志望者 331 人に対し合格者は 83 人で、このうち実際に

入学したのは 71 人であった。7 月 15 日に第 1 回入学式が挙行され、同月 17

日から授業が開始された。しかし、開校が急がれたため校舎は間に合わず、

工学部の講義室を借用して授業が行われた。工業教員養成所の校舎は、1962

年 2 月に機械工学科棟 1683m2 が竣工し、翌 1963 年 2 月に工業化学科棟

1643m2が竣工した。 

 工業教員養成所の設置と同時に工学部長秋吉三郎が所長に任命された。ま

た、各学科には専任の教授・助教授・助手が置かれた。工業教員養成所の授

業科目とその単位数は、「国立工業教員養成所の設置等に関する臨時措置法施

行規則」（1961 年、文部省令第 10 号）によって定められていた。授業科目

は、基礎教育科目と専門教育科目、それに教職教育科目からなり、その単位
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数は、基礎科目が 5 科目 17 単位、専門科目が 19～24 科目 60 単位、教職科

目が 3 科目 7 単位と、専門科目に重点が置かれ、卒業に必要な取得単位数は

93 単位以上とされていた。九州大学工業教員養成所では、文部省で定めた科

目のほかに、基礎教育科目として自然科学史・倫理・哲学・憲法等を加えて

11 科目 44 単位とし、専門教育科目も 69 単位に増してその教育内容に一層

の充実をはかり、文部省令の基準を上回る 120 単位以上を卒業に必要な単位

数としていた。 

 

工業教員養成所の廃止 

 工業教員養成所は、工業教員の早期養成を目的に設置された 3 年制の教育

機関であり、教養課程のないこと、基礎教育科目や専門教育科目も工学部に

比べて少ないことなど、当初から工業教員養成機関としてはきわめて不備な

ものであるとの批判があったが、学生の側にも、卒業しても学士号を取得で

きない、大学院に進む道が閉ざされているなどの強い不満があった。 

 このため工業教員養成所の学生は、これらの点について各方面に改革を訴

える一方、1962（昭和 37）年 4 月に、名古屋工業大学に全国 8 工業教員養

成所の代表が集まって全国工教学友会を結成し、6 月 29 日には、4 年制への

組み替えを要求して一斉に授業放棄を行った。また、1964 年 6 月 19・20 日

の両日には、研修制度の実施を要求して授業放棄などの抗議行動が行われた。

この研修制度は、工教の 4 年制への組み替えが困難なため、それにかわるも

のとして考え出されたもので、卒業して 2 年後に所属大学に戻って 1 年間研

修するというものであった。1965 年 6 月 29 日には、「現工教の即時撤廃」、

「現在の工教生及び卒業生の工学部への無条件編入」を要求して、全国の 9

工業教員養成所で一斉に授業放棄、学生集会が行われた。 

 こうしたことから、工業教員養成所は志願しても受験しない者や、合格し

ても入学辞退する者が多くなり、つねに入学者が定員を下回るようになった。

そして工業高校急増のピークを過ぎた 1964 年度以降は、こうした傾向がさ



第 1 章 学部の増設と拡充 

89 

らに著しくなり、全国的にも入学者は定員の 7 割台となった。九州大学工業

教員養成所でも、1965 年度は、定員 80 人に対して、合格者は 55 人、実際

の入学者は 49 人であり、最後の入学試験が行われた翌 1966 年度の合格者は

33 人、入学者は 23 人であった。 

 また、1965 年以降になると工業高校の新設もなくなり、高校工業教員はほ

とんど充足して教員の需要が減少するとともに、理工系学生の増募が進んだ

ことから、文部省は 8 年間の予定を 2 年間繰り上げて、1967 年度以降の工

業教員養成所の学生募集を停止し、1969 年 3 月をもって廃止することを決

定した。そして、1967 年には入学者の募集が停止され、1969（昭和 44）年

6 月 9 日、「国立学校設置法の一部を改正する等の法律」（法律第 40 号）によ

って工業教員養成所は廃止された。九州大学工業教員養成所も、1964 年 3

月 27 日に第 1 回卒業生 64 人を出して以来、1969 年の第 6 回まで、合計 302

人の卒業生を送り出して廃止された。 

 
 
第 2 節 薬学部・歯学部の創設 
 
（1）薬学部の創設 
 
薬学科の創設 

 薬学部は、1950（昭和 25）年 4 月に設置された医学部薬学科を母体とし

て 1964 年に創設された。薬学科の設置計画がはじめて医学部の教授会に提

出されたのは 1940 年 12 月 23 日のことであり、積極的な設置運動が行われ

たが実現にはいたらなかった。戦後、1947 年 3 月の医学部の教授会で、従

来の決定どおり薬学科新設の運動を継続することが再確認され、6 月には薬

学科の新設委員が選出された。しかし、当時の国家財政の状況からみて学科

新設の資金を国費だけに依存することは不可能と予想されたため、学内外に
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その協力を呼びかけ、同年 12 月に福岡県知事杉本勝次を会長とする「九大

医学部薬学科設置期成会」が結成された。また、これとは別に製薬業関係者

からなる創設促進会が組織され、資金募集を中心に活動が行われた。 

 薬学科の新設については、文部省の一部に、既設の熊本・長崎の薬学専門

学校に加えて九州大学に薬学科が設置されれば、地域的に九州偏重になると

して難色を示す向きもあり、一時は長崎薬学専門学校の九州大学医学部への

移管問題が起こった。九州大学は、薬学審議会と文部省の要請があれば、こ

れを引き受けることにしていたが、長崎薬学専門学校の移管問題は諸種の事

情で中止された。その後、大蔵省も創設費の大部分を寄付金でまかなえるな

らば、創設費を予算に計上してもよいという態度を示すようになった。この

ため活発な募金活動が行われた結果、目標を上回る寄付の申し込みがあり、

1950 年 4 月に薬学科の設置をみたのである。 

 1949 年の新制大学設置に際しては、熊本・富山・千葉・長崎の各新制大学

では、旧制の官立医科大学の薬学専門部を昇格させたり、旧制の官立薬学専

門学校を吸収して、それぞれ薬学部を設けていた。これに対し、東京大学や

京都大学などの旧帝国大学では、講座不足等、諸般の事情から薬学科の学部

昇格に踏み切ろうとはしなかった。このため九州大学も、薬学部としてでは

なく医学部薬学科として発足することになったのである。 

 薬学科の講座は、設置当初の 1950 年には、薬学第一（生薬学）、同第二（衛

生裁判化学）、同第三（薬品製造工学）の 3 講座であったが、翌 1951 年に薬

学第四（薬化学）、同第五（薬品分析化学）の 2 講座、1952 年に同第六（薬

品製造化学）、同第七（薬剤学）の 2 講座が増設されて、予定通り 7 講座の

完成をみた。1953 年 4 月には大学院薬学研究科が設置されて薬学専攻が置

かれた。 

 薬学科の建物は、焼失した法医・衛生・細菌学教室を改築する際、一時的

使用のため 1926（大正 15）年に建てられた木造の仮建築が充てられた。こ

の建物は戦後、戦災教官の住居（新生寮）となっていたが、1950（昭和 25）
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年度にその約3分の1、

翌 1951 年度に約 3 分

の 1、1952 年 3 月に残

りの約 3 分の 1 が改装

されて利用されたので

ある。延べ坪は 1200

坪で、研究室 30、特殊

研究室 4、学生実習室

2、講堂 3 のほか付属

施設として天秤室、工

作室、図書室、危険薬品庫等が設けられていた。 

 

薬学部の創設 

 昭和 20 年代にあっては、東京大学や京都大学などの旧帝国大学は、薬学

科の薬学部への昇格に慎重であったが、1955（昭和 30）年に大阪大学が薬

学科を昇格させて薬学部を創設すると、1958 年には東京大学が、1960 年に

は京都大学がそれぞれ薬学科を薬学部へ昇格させた。 

 こうしたなかで、九州大学においても薬学科の薬学部への昇格が計画され、

1962 年度の概算要求から製薬学科 6 講座の新設をもって薬学部を設置する

要求が行われ、1964（昭和 39）年 3 月に公布された「国立学校設置法の一

部を改正する法律」（法律第 9 号）をもって、4 月 1 日より医学部から独立し

て薬学部が創設された（資料編Ⅱ－413、p.205）。学生定員は、薬学科 40 人、

新設の製薬化学科 40 人の合計 80 人であった。1964 年 4 月 1 日、薬学部の

第 1 回教授会が開かれ、「九州大学薬学部規則」（資料編Ⅱ－414、pp.205-208）

を決定するとともに、塚元久雄教授を初代学部長に選出した。 

 薬学部への昇格とともに製薬化学科が設置されて、薬学部は薬学科と製薬

化学科の 2 学科となったが、1964 年に認められたのは薬学科の 7 講座だけ

 
図 7-4 薬学部本館（1967 年竣工） 
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で、製薬化学科の各講座は、翌 1965 年に生理化学、薬品物理化学の 2 講座

が設置され、以後 1966 年に薬品作用学、植物薬品化学の 2 講座、翌 1967

年に微生物薬品化学、放射性薬品化学の 2 講座と、毎年 2 講座ずつ設置され

て、6 講座で一応の完成をみた。1968 年には大学院薬学研究科に製薬化学専

攻が設置されて修士課程が開設され、1970 年には博士課程が開設された。 

 建物は、薬学部へ昇格した後もしばらくは薬学科時代の建物のままであっ

たが、1967 年 3 月に鉄筋コンクリート 5 階建一部 2 階（管理棟）の薬学部

本館 7977m2が竣工した。その後、1972 年には本館 2 階の部分が 3 階に増築

され、延べ面積は 8365m2となった。 

 
（2）歯学部の創設 
 
歯学部の創設 

 1967（昭和 42）年には、1922（大正 11）年に設置された医学部の歯科学

講座（1927 年に歯科学・口腔外科学講座と改称）を基盤として歯学部が創設

された。従来歯学部をもつ国立大学は東京医科歯科大学のみで、歯科医師の

養成は主として私立大学によって行われてきた。しかし、国立大学にもしだ

いに歯学部設置の気運が高まり、九州大学でも 1950（昭和 25）年 1 月の医

学部教授会において歯学部新設の方針が承認された。 

 1962 年には医学部の概算要求として、翌 1963 年の学生募集を目指して計

画が提出された。1964 年からは医学部の最優先事項として、積極的に計画の

推進がはかられることになり、同年 6 月には歯学部の設置に向けて設立準備

委員会が設置され、7 月には第 1 回歯学部設立準備委員会が開催された。ま

た、歯科学口腔外科学教室同門会は福岡県および福岡市歯科医師会の協力を

得て歯学部設立期成会を設置し、医学部同窓会福岡支部は歯学部設立促進委

員会を発足させて、各方面に熱心な働きかけを行った。 
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 こうした努力の結果、1967（昭和

42）年 5 月に「国立学校設置法及び

国立養護教諭養成所設置法の一部を

改正する法律」（法律第 18 号）が公

布され、6 月 1 日より歯学部が創設

された（資料編Ⅱ－415（443）、pp. 

333-334）。初代歯学部長には歯科

学・口腔外科学講座の藤野博教授が

任命された。発足時の講座は、歯科

保存学第一、歯科補綴学第一、口腔

外科学の 3 講座で、このうち口腔外

科学は医学部の歯科学・口腔外科学

が振り替えられたものであった。翌

1968 年に口腔解剖学第一、口腔生理

学、口腔生化学、口腔病理学の 4 講座が設置され、1969 年に口腔解剖学第

二、口腔細菌学、歯科理工学の 3 講座、1970 年に歯科薬理学、予防歯科学、

歯科矯正学の 3 講座、1971 年に歯科保存学第二、歯科補綴学第二の 2 講座

が設置されて、15 講座で一応の完成をみた。 

 このように歯学部は学年の進行によって講座が設置されたため、初年度か

ら教授会を置くことができなかった。このため、教授会が設置されるまでの

間、歯学部運営委員会を設けて同学部に関する重要事項を審議することにな

り、1967 年 6 月 1 日に歯学部運営委員会が発足した。歯学部運営委員会が

廃止されて、歯学部教授会が正式に発足したのは、2 年後の 1969 年 6 月 1

日のことであり、同月 11 日に第 1 回の教授会が開かれた。 

 歯学部の学生定員は 1 学年 40 人で、6 月 10・11 日の両日、医学部で第 1

回の入学試験が実施された。志願者は、募集人員 40 人に対し 482 人（内女

子 25 人）および外国人留学生特別入試 2 人で、合格者は、41 人（内女子 4

図 7-5 口腔外科学講義（1967 年） 
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人）および外国人留学

生 2 人（内女子 1 人）

であった。 

 

歯学部附属病院の設置 

 1967（昭和 42）年 6

月 1 日、歯学部の創設

と同時に歯学部附属病

院が設置され、藤野博

学部長が附属病院長に

併任された。同年 6 月 16 日には、文部省訓令第 23 号をもって、「国立大学

の学部の附属病院及びその分院並びに附置研究所の附属病院に置く診療科を

定める訓令」が公布され、第一保存科、第一補綴科および口腔外科の 3 診療

科が置かれた。 

 歯学部附属病院は、同年 8 月 1 日に開院し、医学部附属病院の旧歯科口腔

外科棟において診療を開始した。病床数は 20 床であった。歯学部附属病院

の設置に伴い、同病院に薬剤部、薬剤部長および総看護婦長が置かれた。そ

の後、1970 年に予防歯科および矯正科の 2 診療科が設置され、病床 20 床が

増設された。翌 1971 年には第二保存科および第二補綴科がそれぞれ設置さ

れた。 

 歯学部附属病院の設置に伴って、「九州大学歯学部附属病院規則」（資料編

Ⅱ－417、pp.211-212）等諸規則が制定されたが、このうち、「九州大学歯学

部附属病院副手規則」が 1967 年 9 月 19 日の評議会で問題となった。これは、

副手が無給であるという点で明らかに国家公務員法に抵触するものであった

が、病院としては副手を置かざるをえない事情にあり、過去に医学部附属病

院副手規程が評議会で審議され、その制定が承認されているという事情があ

ったことから提案されたものであった。これに対し評議会では、明らかに違

 
図 7-6 発足当時の歯学部臨床研究棟および附属病

院（1967 年） 
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法な規則を評議会で承認するのは問題であるとして、副手規則は表面に出さ

ずに歯学部附属病院で内規として定めるほうが適当でないか、医学部附属病

院の規程を評議会で認めておりながら歯学部附属病院のそれを認めないのは

片手落である等の意見が出され、結局、無給とする点と任期を定める点につ

いては、歯学部附属病院において内規として定めることとなり、第 1 条中「副

手を置き、無給とする」を「副手を置く」に改め、副手の在職期間を定めた

第 6 条を削除して、これを承認した。 

 

歯学部建物の整備 

 歯学部の建物は、学部発足時は 1934（昭和 9）年に竣工した歯科学口腔外

科学教室の建物が使われていたが、1969 年 3 月には旧第一外科東側に歯学

部本館の第 1 期工事 5 階建 2531m2が新築完成し、翌 1970 年 3 月には第 2

期工事 5 階建 1632m2が増築完成した。 

 しかしその後、大学紛争の激化によって建築計画の予算要求は事実上凍結

にあい、歯学部の建築計画は大幅に後退することになった。また、当初の建

物利用計画では、基礎教室は新営とするが、臨床教室は附属病院も含めて、

医学部の第一外科学教室、整形外科学教室、脳神経病研究施設、心臓血管研

究施設が移転したあとの建物を利用することになっていたが、大学紛争終結

後になって、第一外科棟は老朽化がはなはだしく長期の使用は不可能であり、

整形外科棟も附属病院用としての転用は不可能であることが明らかになっ

た。さらに紛争によって医学部自体の建築新営と移行計画が大幅に遅れたた

め、医学部の新築移行を前提としていた歯学部の計画も大幅に遅れることに

なり、学年進行に伴う学生臨床実習の場が確保できるかどうかも危ぶまれる

事態となった。 

 このため、文部省へ陳情を繰り返した結果、当初の歯学部建築計画は抜本

的に修正され、1970 年 9 月に歯学部附属病院外来の新営が着工され、翌 1971

年 3 月に外来診療棟（第 1 期工事）2 階建 3504m2が新築完成した。同時に
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歯学部キャンパスの区画も設定をみた。同年 9 月には旧歯科口腔外科棟南側

に外来診療棟（第 2 期工事）および中央診療棟 2 階建 4725m2が竣工し、診

療を開始した。 

 
（3）医学部の拡充 

 
講座の増設 

 1949（昭和 24）年に新制九州大学が発足した時の医学部の講座数は 28 講

座であったが、翌 1950 年に薬学科が新設され、1952 年までに 7 講座が増設

された。この間、医学科では、1951 年に寄生虫学が設置された以外は、1949

年に放射線治療学が放射線医学に、1951 年に民族衛生学が衛生学第一、衛生

学が同第二に、1953 年に精神病学が神経精神医学に、1954 年に衛生学第二

が衛生学、同第一が公衆衛生学に改められただけであったが、1960 年代には、

1962 年に麻酔学講座が設置され、翌 1963 年には 2 年前の 1961 年に設置さ

れた精神身体医学研究施設が昇格して精神身体医学講座となるとともに、放

射線基礎医学が新たに設置されて 32 講座となった。また、1964 年には放射

線医学が放射線科学に名称変更された。その後、1966 年には医化学が生化学

第一に改められ、生化学第二が増設されて、33 講座となったが、翌 1967 年

には歯学部が設置されて、歯科学・口腔外科学が削除されたため 32 講座と

なった。 

  しかし、この時期の医学部の拡充は、講座の増設としてではなく、附属研

究施設の拡充として実施されていったところに大きな特徴があった。すなわ

ち、昭和 20 年代における医学部の附属研究施設は、1952 年に設置された結

核研究施設だけであったが、昭和 30 年代に入ると、1957 年にがん研究施設、

翌 1958 年に心臓血管研究施設、1961 年に精神身体医学研究施設、1963 年

に脳神経病研究施設と、つぎつぎに附属研究施設が新設されていった。 
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附属結核研究施設の設置 

 附属結核研究施設は、1952（昭和 27）年 4 月に福岡市姪浜に設置され、

臨床研究施設としては生の松原分院があてられた。同年 8 月には、株式会社

安川電機製作所ほか 4 社から合計 56 床分の寄付を受けて病床その他が完成

した。いわゆる生の松原療養所である。さらに 1954 年 9 月には、日本銀行

ほか 7 銀行および森永製菓から 77 床および病理学・細菌学研究室の寄付を

受け、また、心肺機能研究室、手術場の整備と相俟ち、九州地区における結

核の予防および治療の中心として活発な活動を続けた。1958 年 3 月には生

の松原分院医務室 93 坪（307m2）が竣工した。 

 また、1958 年 4 月には、施設の研究内容と名称を相伴わせるため、結核

研究施設の名称を、「結核及び胸部疾患研究所」と改めることが医学部教授会

に諮られた。附属施設の改称は法律の一部改正を要するので困難が予想され

たが、1960 年 4 月、附属胸部疾患研究施設に改められた。 

 昭和 40 年代に入ると、大気汚染その他に伴う慢性気管支炎、肺気腫など

の呼吸不全患者が急速に増加し、夏冬の換気設備の不十分な建物における患

者管理が困難となったため、医学部内新建築の東病棟の中に移転が計画され、

1973 年 8 月から東病棟 9 階の 48 床を使用することになった。これに伴い診

療科の名称も、翌 1974 年 4 月からそれまでの胸部疾患研究施設内科から呼

吸器科に変更された。 

 

附属がん研究施設の設置 

 附属がん研究施設が全国にさきがけて九州大学医学部に設置されたのは、

1957（昭和 32）年 4 月のことであった。1952 年に医学部が中心となって九

州癌研究会が組織され、以後活発な活動が続けられるなかで、全国初の国立

癌研究所を設立するため、予算約 1 億円、延べ 600 坪（約 1983m2）の敷地

に 3 階建の規模の研究所を建てる計画で文部省に申請が行われた。その結果、

1955 年 10 月に文部省から癌研究施設費が交付されたが、癌研究所として発
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足するにはあまりにも

少額であり、病理学教

室内の 2 室に癌研究室

を設けて発足すること

になった。 

 それから 2 年後の

1957 年 4 月、文部省

令第 7 号をもってがん

研究施設が設置され、

生化学部門（のちに化

学部門）が置かれた。1960 年 4 月にはがん研究施設が癌研究施設に改めら

れ、翌 1961 年に病理部門、1967 年に細胞部門が増設され、さらに 1976 年

には免疫部門が増設されて 4 部門となった。 

 建物は、生化学部門発足以来法医学教室と医化学教室の一部を借用し、病

理部門は医化学教室の一部を借用していたが、1964 年 3 月に鉄筋コンクリ

ート 3 階建 121 坪（400m2）が完成し、同年 8 月には同 199 坪（約 658m2）

が完成して、医学部附属癌研究所後援会から寄付された。 

 

附属心臓血管研究施設の設置 

 九州大学医学部は、循環器学に関する研究が伝統的に発展しており、1952

（昭和 27）年からは毎年文部省から約 100 万円の研究費が認められて、臨

床生理研究室が設置されていた。こうした背景のもとに、1958 年 4 月、全

国の国立大学にさきがけて心臓血管研究施設が設置され、内科部門が置かれ

た。 

 設置当初は、第一内科の一部を借用していたが、1962 年に内科 3 階の図

書室あとに独立の専用研究室 75 坪（248m2）が設置された。内科部門設置

後は、附属病院に診療科の併設を計画して申請を続けたが、1965 年 4 月に

図 7-7 医学部雪景（1959 年） 
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循環器内科として診療

科の設置が認められ

た。1973 年 4 月には

外科部門が増設されて

2 部門となり、附属病

院には診療科としての

心臓外科が設置され

た。 

 研究室はその後、内

科地下の一部、旧薬学

部跡の木造建築の一部、北二病棟の一部、生理学教室動物舎の一部、病理学

教室動物舎の一部等を借用していたが、1978 年 3 月、臨床研究棟 B 棟の完

成により、その 3 階と 4 階の一部に移転し、開設以来はじめて両部門が一緒

になった。 

 

附属精神身体医学研究施設の設置 

 医学部では教育学部と連携して「教育と医学の会」や「臨床心理学会」が

もたれるなど、心身医学的な研究活動がはやくから行われていた。このよう

な背景のもとに、1961（昭和 36）年 4 月、医学部に日本で最初の精神身体

医学研究施設が設置された。精神身体医学は、病気をからだと心の両面から

とらえ、からだの病気の背後にある病人の性格心理といったものを調べてこ

れを治療に応用する医学であり、2 年後の 1963 年 4 月には附属精神身体医

学研究施設が廃止されて精神身体医学講座となり、同時に附属病院に心療内

科として診療科が設置された。精神身体医学研究施設発足当初は、第三内科

地下室と薬理学教室の一部を借用していたが、のちに内科建物 4 階の屋上倉

庫を改修して教室とした。 

 

図 7-8 教育と医学の会（1953 年） 
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附属脳神経病医学研究施設の設置 

 附属脳神経病研究施設は、1963（昭和 38）年 4 月に設置された。医学部

では、1955 年頃より、神経系統の総合的な研究への気運がたかまり、解剖学、

生理学、病理学、内科学（神経病学）、外科学（脳神経外科学）、精神病理学

など関連学科間の協力がさかんになってきた。脳神経病研究施設は、このよ

うな気運を背景にして、脳神経病に関する総合的な研究を目的として設置さ

れたものである。当初は研究部門のみで診療科はなかったが、1964 年 4 月

に神経内科が開設された。1966 年 4 月には外科部門および診療科として脳

神経外科が設置された。 

 発足当時の研究室は、第二内科の一部を借用し、外科部門は第一外科の 3

階病棟跡を使用していたが、のちには内科の研究室を第一外科の建物に移し

て一体化への努力が重ねられた。その後、神経内科病棟は西病棟に移り、脳

神経外科の病棟は中央検査部の一部から中央診療棟 3 階の一部を使用するよ

うになったが、1972 年に東病棟が竣工するにおよんで、神経内科、脳神経外

科が同一の 4 階を使用することになった。 

 その後、1974 年に病理部門、1982 年に生理部門が設置され、それまでの

内科および外科の臨床に病理（形態）と生理（機能）の基礎を加えた 4 部門

の神経病の総合的研究施設として整備されるに至った。 

 

附属図書館医学部分館の設置 

 戦前の医学部においては、学生図書室ではわずかに新聞雑誌類と学生参考

書が閲覧利用に供せられていたにすぎず、主な和洋書は公用図書として、各

教室・各部局でそれぞれ保管されていた。しかし、管理の困難さから他の教

室員や学生の閲覧は困難な状態にあった。こうしたことから、1949（昭和

24）年 7 月 6 日の医学部教授会で、医学部中央図書室の拡張・充実・整備等

のため図書委員会を設けることが決定され、1950 年度の概算要求に「医学部

分館設置に関する経費」が提出された。また、1950 年 9 月 27 日の医学部教
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授会で医学部創立 50 周年記念事業の具体案が討議され、医学部中央図書室

を作ることについて準備委員会で審議するように付託された。 

 その後、1953 年に、医学部が開学 50 周年を迎えるにあたって、記念事業

の一環として医学部図書館建築が計画された。しかし記念会の資金では事務

室および閲覧室の一部しか建設できなかったため、文部省から書庫の一部を

建設してもらうことになり、1956 年 3 月、書庫 79 坪（約 261m2）が完成し

た。同年 7 月にはロックフェラー財団のチャイナ・メディカル・ボードより

内部設備費として 3 万 5000 ドルの寄付を得、8 月には医学部 50 周年記念会

から事務室および閲覧室 247 坪（約 817m2）が寄付された。しかし、閲覧室

が狭く不充分であったため、さらに第 2 期工事の継続を要請し、1957 年 3

月、事務室および閲覧室 210 坪（約 694m2）の完成をみた。これによって医

学部各教室に散在していた図書約 15 万冊の大部分が医学部図書館に収容さ

れることになった。1961 年 3 月には書庫 78 坪（約 258m2）の増築が完成し、

医学部 50 周年記念会から寄付された。 

 この間、1956 年には附属図書館医学部分館制度が正式に認められた。医学

部は附属学校等の増加に伴い蔵書およびその利用者が激増したが、図書室用

建物の完成を機に医学部分館を設置したい旨、附属図書館長に申し出たので

ある。分館として認められれば分館長が文部省発令となるほか、事務的には

本館からの助言も可能となったが、予算の裏付けがなかったため、分館の運

営は従来どおり医学部で行うことにし、細部については図書館長と医学部長

との間に大要次のような覚書を交換した。すなわち、①分館長の選任は医学

部教授会に委託する。また、事務の円滑をはかるため、分館長は図書館商議

員を兼ねることにする、②分館の事務職員は医学部の職員をあて、この人事

は医学部長・分館長・本館長で合議する、③分館の事務職員は分館長の監督

をうける、④運営経費は医学部および病院の予算から支弁する、⑤学内共通

経費からの振替を要求する場合は商議委員会の議を経る、というものである。

この医学部分館設置の件は、図書館商議委員会に諮られて満場一致で設置の
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可決をみ、1956 年 6 月 12 日の評議会で承認を得た（以上「第 555 回評議会

記録」）のち、同年 7 月 16 日付をもって九州大学附属図書館医学部分館の認

可があった。 

 
診療科の増設 

 医学部附属病院の診療科は、1929（昭和 4）年に放射線科が設置されて以

降、第一内科、第二内科、第三内科、産婦人科、小児科、第一外科、第二外

科、整形外科、皮膚科、泌尿器科、精神科、眼科、耳鼻咽喉科、歯科口腔外

科、放射線科の 15 診療科の状態が長く続き、新制九州大学成立後も、1950

年に精神科が精神科神経科と名称を改めただけで大きな変化はなかった。 

 しかし、1960 年代になると、1963 年に麻酔科（麻酔学講座の診療科）と

心療内科（精神身体医学講座の診療科）の 2 診療科が設置され、翌 1964 年

に神経内科（附属脳神経病研究施設内科部門の診療科）、1965 年に循環器内

科（附属心臓血管研究施設の診療科）、1966 年に脳神経外科（附属脳神経病

研究施設外科部門の診療科）、1967 年に胸部疾患研究施設内科（1974 年に呼

吸器科と改称）と毎年のように診療科が設置されて、21 診療科となった。し

かし、1967 年には歯学部の設置によって歯科口腔外科が削除されて、20 診

療科となった。1967（昭和 42）年 6 月 16 日、文部省訓令第 23 号をもって、

「国立大学の学部の附属病院及びその分院並びに附置研究所の附属病院に置

く診療科を定める訓令」が公布され、同日より実施されたが、このときの九

州大学医学部の診療科は、第一内科、第二内科、第三内科、産科婦人科、小

児科、第一外科、第二外科、整形外科、皮膚科、泌尿器科、精神科神経科、

眼科、耳鼻咽喉科、放射線科、麻酔科、心療内科、胸部疾患研究施設内科、

循環器内科、神経内科、脳神経外科となっていた。 

 

中央診療施設の設置 

 このように診療科が増設されていく一方において、臨床検査の複雑化や医
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療技術の高度化、さらには医療機器の高価格化を背景に、昭和 30 年代には

附属病院に中央臨床検査部や中央手術部、中央放射線部などの中央診療施設

がつぎつぎに設置されていった。 

 1940 年代までの臨床検査は、限られた種類の検査が各臨床科あるいは基礎

教室の一隅で主として医師の手によって行われているという状況であった。

しかし 1950 年代に入ると、検査が精密化して検査の項目と検体数が増加し、

医師の片手間の仕事として行うことは困難となり、検査に要する機器も高価

なものが増えてきた。このため、全国の主要な病院では中央臨床検査室を作

り、臨床検査を集中的に行うようになってきた。 

 九州大学医学部附属病院においても、こうした気運のなかで 1956（昭和

31）年 7 月に歯科学口腔外科学教室地下が検査室に改造され、1958 年 1 月 1

日に「医学部附属病院規則」が改正されて、「診察上必要な検査を行うため」

中央臨床検査部が設置された。1962 年 7 月に中央診療棟が竣工すると、生

化学検査室、脳波検査室、病理組織検査室、血液検査室はその 2 階に移転し、

1970 年 1 月には外来診療棟の第 2 期工事の完成に伴い、歯科学・口腔外科

学教室地下に残されていた細菌血清検査室と皮膚科教室内にあった血液反応

試験室が中央診療棟 2 階に移転した。この間、1965 年 4 月には中央臨床検

査部の名称が中央検査部に改められた。 

 また、九州大学では医学部附属病院の各診療科は、1903（明治 36）年に

京都帝国大学福岡医科大学として発足して以来、それぞれ独立した建物にあ

り、外科系各科で行われる手術もそれぞれの建物内の手術室で行われていた。

しかし、終戦後は医学の急速な進歩に対応するため中央診療システムが導入

され、1963（昭和 38）年 4 月には中央診療棟 3 階に中央手術部の第 1 期工

事が完成して中央手術部が設置され、翌 1964 年 5 月から産婦人科、耳鼻科、

泌尿器科の手術がここで行われるようになった。その後、中央手術部の第 2

期工事の完成に伴い、1965 年 10 月から翌 1966 年 4 月にかけて、皮膚科、

眼科、第一外科、第二外科、脳神経外科の手術が順次中央手術部で行われる
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ようになった。第 3 期工事が完成した 1973 年 4 月には、一般手術室 13 室・

特殊手術室 4 室の合計 17 室となり、残っていた整形外科の手術も行われる

ようになって、外科系診療科の手術はすべて中央手術部で行われるようにな

った。 

 放射線臨床についても、従来は各診療科の独立に対応して機器に見合う放

射線技師が各科に配置されるという状態が続いていた。しかし、放射線の医

学的利用が目ざましく進歩し、機器も大型化して性能が飛躍的に増大し、そ

れとともに高価なものとなると、各診療科の放射線機器を従来通り各科の予

算で購入、更新していては近代化について行けないだけでなく、平均的水準

を保つことすら困難となってきた。このため、X 線発生装置に関する予算を

一本化して総括的に運用することが提案され、1958 年に放射線発生装置管理

委員会が設置されて、中央放射線部の基礎が築かれた。その後、1963 年 5

月に中央病棟の第 1 期工事が完成すると、中央放射線部が設置されることに

なったが、この時はまだ放射線科をはじめとする各診療科の放射線機器が 1

か所にまとめられ、各科の放射線技師が中央放射線部の所属となっただけで、

実際には 1966 年 4 月から発足した。 

 このように附属病院にあいついで中央診療施設が設置されたことに伴い、

1963 年 12 月 16 日には「医学部附属病院中央診療施設組織規程」が制定さ

れた。この時、中央検査部、中央放射線部、中央手術部とともにリハビリテ

ーション部が置かれることになったが、リハビリテーション部はこの時には

設置に至らず、実際に発足したのは 1969 年 4 月（院内措置）になってから

のことであった。 

 1967（昭和 42）年 6 月 16 日には、文部省訓令第 24 号をもって、「国立大

学の医学部の附属病院及びその分院に置く臨床検査等に関する部を定める訓

令」が制定され、九州大学医学部附属病院に検査部、手術部、放射線部が正

式に置かれることになった。しかし、附属病院は当時建物建設の途中であっ

たため、そのまま「中央」の名称を使用し、1975 年に材料部を含めて「中央」
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の名称をなくした。 

 

薬剤部の設置 

 1962（昭和 37）年 4 月 1 日、文部省令第 17 号をもって「国立学校設置法

施行規則」が改正され、それまでの薬局が薬剤部に、薬局長が薬剤部長に改

められた。 

 1967 年 11 月、病棟講義室の完成に伴い、その 1 階部分に薬剤部分室が設

置され、翌 1968 年 5 月 15 日より業務を開始した。同分室の設置は、各科病

棟と研究室に対するサプライセンターとして、臨時処方箋の調剤、麻薬の管

理、各科請求薬品の交付等の業務を行い、病棟に対する薬剤業務の一元化に

よるサービスの向上をめざしたものであった。1970 年 1 月には外来診療棟

第 2 期工事が完成し、薬剤部はその西南に移転し、6 月 1 日より業務を開始

した。これに伴い、同年 8 月には医学部最初の鉄筋コンクリート造の建物で

あった薬局（1925 年建築）が取り壊された。 

 薬剤部長は従来技術職員をもって充てるとされていたが、1964 年 4 月に

「国立学校設置法施行規則」が改正されて、薬剤部長を教授とすることが可

能となった。しかし、実際には薬剤部長の教授職はなかなか実現せず、1976

年に東京大学と大阪大学ではじめて薬剤部長が教授となり、九州大学では翌

1977 年 12 月に薬剤部長が教授となった。また、1975 年 4 月には副薬剤部

長が 2 人制となって、薬剤部の組織が業務部門と教育研究部門に分けられた

が、1979 年からは教育研究部門の副部長が助教授となり、薬学研究科大学院

生の受け入れが行われるようになった。 

 

医学部建物の整備 

 占領軍民事部は、大学附属病院は教育と研究の機能以外に、社会的な診療

機関としての性格を強くすべきであるとの見解から、1950（昭和 25）年 6

月に九大病院の視察を行い、厳しい指導を行った。「忠告」と「指導」は病院
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運営の細部にわたったが、とくに病院の各科分立を改め、一元的な運営を行

うように指導した。それまで医学部附属病院では、各科それぞれ独立の建物

であったが、医学の進展と現代社会の要請に対して運営上少なからぬ不便を

感じるようになり、また戦後、病院建築に対する運営の合理化が強く提唱さ

れるにいたったため、近代病院としての新たな総合計画にもとづいて総合建

物に改築することになったのである。 

  大学病院を中央システムにする必要性は、全国の国立大学病院全体の問題

となっており、文部省には文部大臣の諮問機関として大学病院研究会が設け

られていた。そして、1952 年以来、九州大学と文部省の間で附属病院の改築

問題について協議が行われ、1957 年には附属病院改築の総合計画案が文部省

の承認を得た。この総合計画は老朽施設の改築はもちろんのことであったが、

さらに、従来は各診療科においてそれぞれ別に行ってきた診療業務を全体と

して一本化する中央診療システムをとり入れることに主眼があった。 

 こうして、1958 年 8 月、その第 1 期工事が着手され、翌 1959 年 3 月に鉄

筋コンクリート 4 階建 4167m2の西病棟が完成し、放射線科、精神科、小児

科がここに入った。1960 年 3 月には西病棟附属管理棟が完成した。1962 年

7 月には中央診療棟（第 1 期工事）3 階建 3349m2が完成し、翌 1963 年 5 月

には中央病棟（第 1 期工事）7 階建 6530m2 が完成した。さらに 1965 年 9

月には、中央病棟（第 2 期工事）7 階建 7313m2および中央診療棟（第 2 期

工事）3 階建 6167m2が完成した。 

 このように新しい建物が建設される一方で、それまでの古い建物がつぎつ

ぎに取り壊されていったが、こうしたなかで 1965 年 4 月、医学部の史跡を

保存するための医学部史跡保存委員会が設置された。そして、翌 1966 年 3

月には史跡保存委員会の議を経て、医学部構内の主要道路に医学部に功労の

あった教授の名を付けることが決定され、正門から入って総合外来へ向うメ

インストリートは初代福岡医科大学長の大森治豊の名をとって大森通り、旧

内科棟前の道路はワイル氏病の病原体を発見した稲田龍吉にちなんで稲田通
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り、臨床研究棟前の道路は日本住血吸虫病のミヤイリガイの発見者として知

られる宮入慶之助の宮入通りと名付けられた。その後、東門から旧病理学教

室へ向う道路が心臓刺激伝導系の田原
た わ ら

淳
すなお

にちなんで田原通りと名付けられ、

正門から同窓会館へ向かう道路が初代耳鼻咽喉科教授で、歌人としても著名

であった久保猪之吉の名をとって久保通りと名付けられた。 

 
 
第 3 節 文科系学部の移転と教養部の官制化 
 
（1）文科系学部の移転と拡充 
 
文科系学部の移転計画 

 戦後の文科系学部は、教育学部の新設と各学部の講座の増加によって教室

の不足をきたし、教育学部は、工学部の建物に仮住まいをしなければならな

い状態であった。このため 1952（昭和 27）年には、文科系学部の総合建築

を国道 3 号線横の箱崎小石町の敷地に建ててここに移転することが決定され

た。初年度には教育学部の建物を新築し、文科系学部の建築が完成した暁に

は、それまでの法文経建物に生産科学研究所と応用力学研究所が移る予定で

あった。 

 1954 年 5 月、文科系総合建築の第 1 期工事として教育学部の建築鉄筋コ

ンクリート 3 階建 718m2が竣工し、翌 1955 年 3 月には、さらに鉄筋コンク

リート 3 階建 1025m2が竣工した。1957 年 3 月にはすでに完成している教育

学部の建物の隣りに鉄筋コンクリート 3 階建 1798m2の講義室が竣工し、同

年 11 月の第 2 学期から各学部の授業の一部がここで実施されるようになっ

た。しかし、それまでの法文経建物と新しい建物との間は徒歩で 10 分ぐら

いかかり、しばらく講義ごとに移動するという不便を忍ばなければならなか

った。 
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 なお、この文科系学

部総合建築の建設と並

行して、1958 年にはそ

の東隣りの競輪場との

間に、野球場および

400m トラック、ラグ

ビー場を擁する総合運

動場が建設された。 

 

文科系学部の移転 

 1952（昭和 27）年に決定された文科系学部の移転計画は、1957 年に中断

されたが、1961 年度には、国立学校文教施設整備 5 か年計画によって文科

系学部の建物の新築が行われることになった。しかし文科系の学生は、新営

中の建物には学生の部室について考慮が払われていないとして、同年 5 月に

全学学生厚生問題協議会の名で総長に改善を求める要望書を提出し、6 月 22

日には、法文経建物内にあるサークルの代表者によって結成された部室獲得

実行委員が、新館内に要求した部室が設置されて、現在の厚生施設より充実

したものとなるまでは現在の部室を出ないことを確認した（『九州大学新聞』

第 463 号、1961 年 6 月 30 日）。 

 1962 年 3 月、さきに建設された教育学部の建物に接続して、鉄筋コンク

リート 3 階建 1351m2、同 1582m2、同 5 階建 1145m2（書庫）の建物が完成

した。しかし、同年 5 月 9 日には法・文・経 3 学部の学生約 200 人が、法文

経建物十一番教室に集まり、「理科系偏重」の大学増設計画に反対して、3 学

部の新館移転反対決起集会を開き、6 月 5 日には文科系移転問題実行委員会

が、文科系完全移転を促進すること、法・経両学部 927 坪（約 3064m2）、文

学部 2200 坪（約 7273m2）を 1963 年度予算で保障すること、そのため 1962

年度に建設される 1040 坪（3438m2、文学部の建設予定）を法・経・教 3 学

 
図 7-9 教育学部棟（1959 年） 
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部で使用し、文学

部の 2200 坪を

1963 年度の予算

に組み入れるこ

と、1952 年に決定

された文科系移転

計画の実現に最大

の努力をはらうこ

と、を内容とする

要望書を評議会に

提出した（「第 622

回評議会記録」）。 

 一方、法・文・

経 3 学部の教官の

間でも、新建物は部屋が狭く各研究室の図書が入りきれないとして、現在の

ような状況では移転できないという声がしだいに強くなり、7 月に予定され

ていた法・経両学部の新館移転は見送られた。この間、文科系 4 学部長、総

長、本部との間で文部省への予算請求、4 学部の坪数、研究室・書庫の割り

振りなどについて折衝が行われた。書庫については、文学部が研究室に書庫

のついた研究室方式の書庫を主張したのに対し、法・経両学部は 4 学部をま

とめた中央図書館方式の書庫を主張していたが、文学部の書庫は研究室方式

を加味して研究室と廊下を隔てた向い側に作るL字型の書庫とすることで妥

協点を見い出した。そして、1962 年度の文学部の建物は一部を文学部が使い、

残りの大部分は法・経・教 3 学部が使用することとし、1962 年 12 月から翌

1963 年 1 月にかけて法・経両学部が移転した。法・経両学部が出たあとの

法文経建物は、玄関を中心として 2 つに仕切り、向かって左側を文学部が使

用し、右側には生産科学研究所が入った。 

 
図 7-10 移転した文科系学部（1963 年） 

写真手前。奧に板付飛行場が見える。 
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 1963 年 3 月、鉄筋コンクリート 3 階建 2452m2の建物が完成し、鉄筋コン

クリート 3 階建 456m2の講義棟および鉄筋コンクリート平屋建 537m2の大

講義室が完成した。1964 年 3 月には、4 階建 3892m2および 4 階建 1976m2

（書庫）が完成し、同年 7 月、文学部が新館に移転した。これによって、地

下の九州文化史研究所と別の建物であった心理学教室および産業労働研究所

とを除いて、文科系学部はすべて新キャンパスに移転を完了した。 

 その後、1968 年に講義棟に接して、4 階建 1188m2 の演習棟が完成した。

厚生施設は、1962 年 4 月に食堂および文化系サークル棟、翌 1963 年 4 月に

食堂隣に学生控え室および休養室が設置された。また、1968 年 4 月には旧

保健管理センターの建物を移転改修して、文化系サークル棟が設けられた。 

 

文科系学部の講座増設 

 高度経済成長期には工学部を中心とする理工系の各学部が著しく拡充され

たが、文科系の各学部においても、理工系の学部ほどめざましいものではな

かったが、それなりの拡充がみられた。 

 文学部は、1949（昭和 24）年に法文学部から分離独立した時の講座数は

20 講座であり、同年 5 月の教育学部の創設によって教育学講座が教育学部に

振り替えられたため 19 講座となったが、1953 年に国語学・国文学第二、1958

年に考古学、1964 年に言語学、1968 年に英語学・英文学第二が増設されて

23 講座となった。この間、1953 年に国文学が国語学・国文学第一に、翌 1954

年に支那哲学史が中国哲学史に、印度哲学史がインド哲学史に、支那文学が

中国文学にそれぞれ名称変更され、1968 年には英文学が英語学・英文学第一

に改められた。これによって文学部は、哲学科が哲学・哲学史第一、同第二、

同第三、インド哲学史、中国哲学史、倫理学、美学・美術史、社会学、宗教

学、心理学の 10 講座、史学科が国史学第一、同第二、東洋史学、西洋史学、

考古学の 5 講座、文学科が国語学・国文学第一、同第二、中国文学、英語学・

英文学第一、同第二、独文学、仏文学、言語学の 8 講座となった。 
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 大学院文学研究科は、1953 年に哲学・哲学史、社会学、心理学、中国学、

史学、国語学・国文学、英文学、仏文学、独文学の 8 専攻（仏文学専攻と独

文学専攻は修士課程のみ、博士課程は 1955 年に開設）が置かれていたが、

1968 年には言語学専攻が設置されて修士課程が開設され、1970 年には博士

課程が開設された。また、1972 年には、英文学専攻が英語学・英文学専攻に

名称変更された。 

 教育学部は、1954 年に 8 講座で一応の完成をみたが、1961 年に集団力学、

翌 1962 年に教育指導学、1966 年に社会教育学が増設されて 11 講座となっ

た。大学院教育学研究科は、1953 年に教育学と教育心理学の 2 専攻が置か

れていた。 

 法学部は、1949 年に 16 講座で発足したが、1954 年に刑法・刑事訴訟法

第二、1961 年に政治学史、1965 年に経済法、1968 年に行政学、日本法制史

の 2 講座、1969 年に国際政治学、1970 年に英米法が増設されて 23 講座と

なった。この間、1964 年に刑法・刑事訴訟 2 講座が刑法と刑事訴訟法に、

国際法・国際私法 2 講座が国際法と国際私法に改められ、1967 年には法制

史が西洋法制史に名称変更された。 

 大学院法学研究科は、1953 年に社会法学と私法学の 2 専攻が置かれてい

たが、1955 年には公法（政治を含む）学専攻が加えられて 3 専攻となり、

1965 年には公法（政治を含む）学専攻が公法・政治学専攻に、私法学専攻が

民刑事法学専攻にそれぞれ名称変更され、さらに 1968 年には公法・政治学

専攻が、基礎法学、公法学、政治学の 3 専攻に改組されて 5 専攻となった。 

 

経済学部経済学科・経営学科の設置 

  1949（昭和 24）年 4 月に経済学部が法文学部から分離独立した時の講座

数は、経済学 7 講座と財政学の計 8 講座で、1927 年の法文学部完成時のま

まであったが、同年 5 月の新制九州大学発足時には経営学を加えて 9 講座と

なった。 
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 1950 年 10 月、教授会において商業学科の新設要求が決議された。しかし、

この学科新設の要求は、その後経営学科と名称を変更し、最初の構想を縮小

してもなかなか実現せず、1952 年に会計学、1962 年に原価計算が増設され

たにすぎなかった。しかし、1965 年に至ってようやく経営学科の設置が認め

られ、経営学、会計学、原価計算の既設 3 講座をもって発足することになっ

た。そして、翌 1966 年に経営労務論、1967 年に経営財務論、1968 年に管

理会計論が増設されて 6 講座となり、一応の完成をみた。 

 経営学科の設置によって、経済学部は経済学科と経営学科の 2 学科で運営

されることになった。経済学科は、すでに 1955 年に世界経済論が設置され

ていたが、1967 年には日本経済史が設置されて 10 講座となった。大学院経

済学研究科は、1953 年には経済学専攻だけであったが、1969 年に経営学専

攻が設置されて修士課程が開設され、1971 年には博士課程が開設された。 

 

文学部附属九州文化史研究施設の設置 

 1934（昭和 9）年に設置された九州文化史研究所は発足以来、法文学部の

管理下にあったが、1949 年に法文学部が法学部・文学部・経済学部の 3 学

部に分離独立したため、翌 1950 年 9 月に「九州文化史研究所規程」を制定

して、「文学部、法学部、経済学部の共同管理とし」、「所長は九州大学文学部

長をもってこれに充て」、「九州文化の史的解明及びこれに関連する研究を目

的とする」ものとして再発足した。そして、この年から九州文化史研究所の

ための予算が大学として組まれるようになり、1951 年 3 月には『九州文化

史研究所紀要』第 1 号を刊行した。1951 年度からは文部省予算として予算

が組まれることになり、1956 年 6 月には『九州文化史研究所所蔵古文書目

録』を出版した。 

 こうした活動を背景に、1965 年 4 月、九州文化史研究所は文学部附属九

州文化史研究施設として正式に文部省から認められ、対外交渉史部門が設置

された。施設長は文学部教官の中から任命されることになったが、運営は 3
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学部の共同運営となり、研究施設の運営に関する重要事項を審議するための

運営委員会が設けられた。 

 文部省から正式に設置が認められた 1965 年 4 月、九州文化史研究施設は

旧法文経建物の地下から文学部建物の 5 階に移転し、その後さらに 4 階へ移

った。文部省で認められたのは対外交渉史部門であったが、所蔵する古文書

の数は約 30 万点におよんでおり、その根本精神は発足当初以来の史料収集、

整理機関で貫かれている。1976 年には第 2 部門として比較考古学部門が設

置された。 

 
（2）教養部の官制化 

 
教養部の官制化 

 九州大学の教養部は、1949（昭和 24）年の発足時から、学内措置として

は九州大学教養部として学部に準ずるかたちをとり、教授会が置かれてその

管理、運営にあたっていたが、制度上はあくまで分校であり、法制上正式に

認められた部局ではなかった。このため教養部に所属する教官の教育研究責

任は不明確で、人事や運営の面でもさまざまな問題があった。 

 こうした状況は他大学においても同様であり、旧帝大系の国立 7 大学の教

養部長会議では、毎年教養部の制度化について協議を重ね、1960 年度以降、

教養部の制度化を文部省に要望し続けた。要望は、教養部を法制上学部に準

ずる部局として認め、教養部長の地位を明確にし、教養部に教授会を置いて

人事その他の自主性を確立するというものであった。 

 各国立大学からの要望をうけて、文部省においても教養部の設置について

検討がなされ、1962 年にはすでに実質上教養部としての形態が整っていると

ころから正式に制度化することが決定された。そして、翌 1963（昭和 38）

年 4 月 1 日、文部省令第 11 号をもって「国立学校設置法施行規則」の一部

が改正され、同年 4 月 1 日から、九州大学をはじめ名古屋・京都・大阪の 4
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大学に教養部が設置された。これによって、九州大学分校は 1963 年 3 月 31

日をもって廃止され、4 月 1 日より教養部が設置されて、教養部長が置かれ

ることになった。九州大学ではこれ以前から分校を教養部と称していたが、

この措置によってはじめて正式に教養部の設置が認められたのである。また、

それまで慣例上教養部長と称していた分校主事も、これ以後正式に教養部長

と称されるようになり、同年 9 月 1 日、分校主事問田
と い だ

直幹
な お き

が教養部長に就任

した。 

 教養部が設置された 1963 年 4 月、『教養部報』の創刊号が発行された。『教

養部報』の発行は、かならずしも教養部の官制化を前提としたものではなか

ったが、教養部の発足を意義づける格好の企画となった。創刊号はタブロイ

ド判 4 頁であり、教養部における教官と学生との橋渡しとしての役割を果た

すことを期待されていた。当初は年 4 回の刊行で、編集は学生委員が担当し、

第 4 号からは学生指導教官が主として担当することになった。1965 年 4 月

の第 9 号編集からは、新たに部報編集委員が設置され、学生指導教官が常任

として参画することになった。 
 

人事権の独立 

 教養部の官制化に対する最大の期待は教養部自治の保証であり、とりわけ

その根幹をなす教官人事の独立の保証であった。教養部教官の人事は、それ

まで 1949（昭和 24）年 8 月に制定された「教養部の人事に関する内規」に

よって行われていた。この内規は、教養部の教授、助教授および専任講師の

選考にあたっては、その都度選考委員会を設け、選考委員会の推薦する候補

者について教養部教授常任委員会（1955 年以後は、教養部教授会）がこれを

決定するとしたもので、選考委員会は教養部長、各分校から選ばれた 2 名宛

（1955 年以後は、教養部から選ばれた 6 名）、学部の関係学科から 2 名の委

員をもって構成するものとされており、教養部教官の人事に学部の意向が強

く反映する仕組みになっていた。 
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 1963 年 4 月 11 日、教養部が設置されて最初の教授会は、この内規の改正

問題を取り上げ、問題点を確認した上、小委員会を設置して改正案を作成す

ることを決定した。改正案は、6 月 5 日の教授会に提出され、文言の一部訂

正を加えたのち「教養部教官選考委員会内規」を可決制定した。改正の中心

となったのは選考委員会の構成であり、選考委員会は、教養部長、教養部の

教授または助教授のうちから教官候補者の選考を必要とする学科が推薦する

者 4 名、教養部の教授または助教授のうちから人事委員会が推薦する者 2 名

の 7 名とし、学部の関係学科からの委員の参加を全面的に廃止し、教養部の

教官だけで選考委員会を構成するよう改めたのである。 

 この内規は 7 月 4 日の教養部審議会で審議された。その際、学部との連係

が完全に断絶してしまうのは望ましくないとの意見が出されたため、7 月 8

日の教養部教授会では、「教養部教官の選考に当たっては必要に応じて当該教

官の担当する学科目に直接関係のある学部教官の意見を求めるものとする」

との「教養部教授会申し合わせ」を決定した。もっとも、この「申し合わせ」

は、結果的には採用人事に関してのみ関連学部にかならず照会して候補者の

推薦を求める程度にとどまった。 

 

教養部長選考基準の改正 

 教養部長は、教養部が正式に設置されるまでは、1950（昭和 25）年 6 月

30日に制定された「教養部長候補者細則」にもとづいて選出されていた。1963

年 4 月に教養部が発足すると、「教養部長候補者細則」は廃止され、「教養部

長選考基準」（1963 年 4 月 1 日施行）が制定された。これによると、教養部

長選出のための選挙は予備選挙と本選挙の 2 段階選挙となっており、予備選

挙の選挙人は、各学部の教授の中から選ばれた者各 2 人、教養部長、教養部

の専任の教官の中から選ばれた者 24 人、教養部事務長であり、2 名連記無記

名投票によって本選挙候補者 5 人を決定することになっていた。また、本選

挙の選挙人は、各学部の専任の教授、助教授、講師の中から互選によって選
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ばれた者各 4 人、教養部の専任の教授、助教授、講師、助手、事務官および

技官により教養部の専任の教授、助教授、講師の中から選ばれた者 32 人

（1964 年以後は 36 人）となっており、学部の意向が強く反映するようにな

っていた（資料編Ⅱ－379、pp.50-52）。 

 このため、1967 年 4 月 19 日の教授会において、予備選挙については、5

人の候補者を決定するため全学から広く人材を求める意味で学部からの選挙

人が加わるのは問題はないとしても、本選挙は教養部選挙人が学部選挙人各

4 人に対して 32 人（1964 年以後は 36 人）と限定されているため、教養部

全体の意向が反映されないとして、教養部がすでに官制化されてその基礎も

ほぼ固まった現在では、教養部の全教官の意向が十分反映するよう、専任講

師以上の教養部教官全員による直接選挙に改めるべきであるとの提案が行わ

れた。 

 審議の結果、教養部としては教養部の全教官で直接選挙を行うこととし、

その改正原案を作成するための小委員会を設けることを決定した。この小委

員会の改正案が教授会に提出されたのは 1 年半余りのちの 1968 年 11 月 27

日であり、協議会において正式決定をみたのは、翌 1969 年 2 月 6 日のこと

であった。この「教養部長選考基準」は、従来の予備選挙と本選挙を第一次

選挙と第二次選挙に改め、第一次選挙については基本的に従来の規定通りと

し、第二次選挙については別に定める「教養部長選挙内規」によって行うこ

ととした。そして、「教養部長選挙内規」は、第二次選挙の選挙人を、教養部

の専任の教授、助教授、講師および助手、教養部の教務員の中から互選によ

って選ばれた者 2 人、教養部の事務長および事務長補佐、教養部の事務官お

よび技官の中から互選によって選ばれた者 15 人とし、それまでの各学部か

らの選挙人各 4 人は廃止して、教養部の教官および職員のみによって行うこ

ととしていた。 

 しかしこの間、すでに 1968 年 2 月に、教育学部から選出されていた池田

數好教養部長が、三派系全学連の教養部不法占拠事件によって任期途中で辞
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任し、教養部の川口武彦教授の教養部長事務取扱を経て、同年 4 月 1 日に岩

崎二雄教授が教養部教授としてはじめて教養部長に選出され、規則の改正に

さきだって教養部出身の教養部長が誕生していた。 

 

教養学部構想 

 九州大学をはじめ名古屋・京都・大阪の 4 大学では、1963（昭和 38）年 4

月に教養部が官制化されて、学部に準ずる部局として体制が整えられたが、

予算をはじめ教育研究体制についての学部と教養部の格差は解消されなかっ

た。そのため、九州・名古屋・京都・大阪の 4 大学の教養部長会議は、教養

部をさらに充実させるには、学部（教養学部）に昇格させて学科目制を講座

制に改める以外にないことを確認し、1964 年には、その実現のため、1965

年度から 1966 年度に予想されるベビーブームによる学生急増対策の一環と

して、各大学とも歩調を合わせて要求することを確認した。 

 九州大学教養部では、同年 5 月 13 日の教授会においてこの報告が行われ、

6 月 3 日の教授会では、学科課程委員会で立案された「教養学部新設趣意書

（九大案、昭三九．六．一．）」、「教養学部設置について文部省と学内を説得

するための理由づけ（九大案）」、「教養学部講座（案）九大」などの諸資料に

もとづいて、教養学部設置問題が審議された。 

 この教養学部構想は、1964 年 6 月 9 日の評議会に 1965 年度の概算要求と

して提出された。しかし評議会では、この問題は、大学全体の教育体制に変

化を生じる重要な問題であり、概算要求事項として審議するまえに、これを

独自の問題として、もっと慎重に審議すべきではないかとの意見が出され、

学部長会議で取り扱いについて協議することになった。6 月 23 日に開かれた

学部長会議では、教養部が「教養学部案」を提出した意図は了承されたが、

教養学部の設置は九州大学の教育体制全体にも関係する重要な問題であり、

概算要求事項とは別に慎重に審議することになった。しかし、6 月 26 日の評

議会では種々討議されたが結論が出ず、7 月 14 日の評議会において、各部局
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の教授会に現在までの経過を報告の上、今後これをどのように取り扱うかに

ついて意見を求め、その結果により夏休み明けに協議することになった。こ

のため、たとえ全学の合意を得たとしても、概算要求の期日には間に合わな

いことになり、この年の提出は中止されることになった。 

 このようにして、1964 年の教養学部案は、評議会の十分な審議に委ねられ

ないまま、概算要求の期限切れによって取り下げたかたちとなっていたが、

2 年後の 1966 年 9 月 14 日の教養部教授会では、京都大学の教養学部案が評

議会で承認されたのをうけて、九州大学でも将来計画を早急に立案する必要

があるとして、教養学部の内容について、講座制とするか学科目制とするか、

学生定員をどのようにするかを中心に学科課程委員会で検討し、来年 5 月の

概算要求提出の時期までに成案を得ることになった。1967 年 1 月 11 日の教

授会は、「教養学部設置の趣意書（案）」について審議を行い、3 月 22 日の教

授会において、学科課程委員会から提示された 2 案のうち、人文社会科学系

列、外国語系列および総合理学系列の 3 系列（学生数 40 名）とし、もし可

能であれば、さらに社会数理統計学系列を加えた 4 系列（同 40～60 名）と

するという基本構想を決定した。 

 3 月 24 日の評議会では、教養学部設置問題を正式に取り上げるかどうかが

審議され、教養部においてこの問題をさらに詳細に検討し、評議会での審議

の手がかりとするための素案を作成して、それを評議会に提出することにな

った。教養部の最終案は 4 月 19 日の教授会で決定され、21 日の評議会に提

出された。評議会では、他大学の情勢、教養部を基礎とする大学院の設置計

画の有無、教養学部を置いた場合の専門科目担当の教官と一般教育担当の教

官との関連等につき質疑応答がかわされ、この素案をもとに今後さらに検討

を重ねることになった。そして、今後の教養学部設置に関する審議の方法に

ついて協議した結果、評議会に各学部の評議員の中から各 1 名、教養部の評

議員 3 名で構成する小委員会を置いて検討することになった。このため、教

養部が当初意図した 5 月の概算要求提示期限には今回もまた間に合わないこ
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とになった。 

 

教養部本館の新築 

 1949（昭和 24）年

に分校が設置されたと

きの第一分校の施設

は、旧制福岡高等学校

の建物をそのまま利用

したものであった。と

ころが、1951 年 3 月

に第三分校が廃止さ

れ、1955 年 10 月に第二分校が廃止されて分校が統合されると、分校は一挙

に 2360 名（1 学年定員 1180 名）の学生を収容しなければならなくなった。

さらに、その後の各学部の拡充に伴う学生増募によって学生数は急増し、

1969 年度には入学定員は 2010 名と、発足時の約 2 倍に達した。これをかり

に前期在籍定数 4020 名として旧制福高時代の 3 学年 720 名の学生数と対比

すれば、同じキャンパス内に約 5.6 倍もの学生がひしめくことになったので

ある。 

 第三分校の廃止によって増加した学生・教官を収容するための建物は、

1950 年 12 月にまず一般教養教室木造モルタル 2 階建 2 棟（南側は 228 坪（約

731m2）、北側は 201 坪（約 664m2））が建設され、翌 1951 年 3 月に、一般

教養室の北側に教官研究室木造モルタル 2 階建 241 坪（約 797m2）、1952 年

1 月に化学教室木造モルタル 2 階建 156 坪（約 516m2）、物理実験室同 210

坪（約 694m2）が建設された。ついで同年 10 月には体育館を移転した跡地

に地質教室木造モルタル 2 階建 252 坪（約 833m2）が竣工した。 

 第二分校が廃止された翌年の 1956 年 6 月には、旧教官研究室の南側に研

究室および講義室として鉄筋コンクリート3階建2344m2の一号館が竣工し、

図 7-11 教養部（1967 年） 
手前の木造校舎は旧制福岡高等学校本館。 
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ついで 1959 年 3 月には 2 期工事として 575m2が増築された。1960 年 3 月

には物理学実験室の横に鉄筋コンクリート 3 階建 1084m2の二号館（化学実

験室）が新築され、1963 年 3 月には鉄筋コンクリート 3 階建 2638m2の三号

館（理科教室）が完成した。 

 1965 年度からはいよいよ管理部門および教官研究室・講義室よりなる本館

が 3 期に分けて着工されることになった。翌 1966 年 3 月、第 1 期工事鉄筋

コンクリート 6 階建 3944m2が完成し、同年 11 月には第 2 期工事同 2618m2、

1968 年 3 月には第 3 期工事同 3220m2が完成した。また、第 3 期工事の着

工にさきだって、1967 年 7 月には、1922（大正 11）年の旧制福高開校以来

45 年間の星霜に耐えてきた旧本館の取り壊しが行われた。 

 運動場は、1951（昭和 26）年に第三分校の替地として移管された福岡県

立女子大学田島寮の敷地に、1954 年から南寮を除く旧制福高学而寮を移転

し、学而寮跡を運動場として拡張していった。南寮は最後の学而寮として

1958 年 9 月まで続き、翌 1959 年からサークル室として使用された。学而寮

を取りこわしたあとは整地され、バレーコート・テニスコートとなった。 

 

附属図書館教養部分館の設置 

 第一分校の図書室は、旧制福岡高校時代の 1923（大正 12）年に建設され

た図書閲覧室がそのまま用いられていた。しかし、1951（昭和 26）年 3 月

に第三分校が廃止され、1955 年 10 月に第二分校が第一分校に統合されると、

急膨張した新分校の図書室としてはあまりにも狭くなった。このため、翌

1956 年 3 月には事務室・教官閲覧室・書庫等を増築し、隣接した講堂も名

目は講堂のまま、床に机・いすその他を配置して学生の閲覧室兼自習室に転

用した。 

 しかし教養部図書室は、教職員 200 名余と全学学生の半分にあたる 2400

名余の利用者があり、図書は各分校のものを併せて約 5 万 8000 冊を越して

いたが、それらは学校が異なっていたため整理方法が区々であり、できるだ
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け早くこれを統一する必要があった。また、教養部図書室の職員はその規模

からして、定数 12～13 名を必要としていたが実際は 7～8 名しかなく、閲覧

貸出等の業務に追われて整理は手につかない状態になっていた。 

 このため、図書館の整備について種々検討が続けられた結果、分館として

機構を充実すれば、本館からの十分な指導も得られるようになって整理も早

急に終わり、本館との間の人事の交流も可能になるとして、1958 年 9 月 17

日の教授会において、附属図書館教養部分館の設置が決定され、10 月 15 日

に、「分校統合に伴ない図書室関係の機構を充実するため、教養部に図書館分

館を設置されたい」との要望を附属図書館長に提出した。その背景には医学

部が創立 50 周年記念事業の一環として中央図書館の新設を計画し、その第 1

期工事が完了した直後の 1956 年 7 月に医学部分館の設置が認められ、さら

に翌 1957 年にかけて第 2 期工事が行われたという事実が大きな力となって

いた。 

 図書館では 12 月 19 日の商議委員会においてこれを協議し、全会一致でこ

れを承認した。このとき医学部分館設置の例にならい、分館長、分館事務職

員および分館の経費について、次のような「教養部分館に関する覚書」を本

館との間に交換した。すなわち、分館長については、①分館長は、本館長、

教養部長と協議して分館の運営・企画にあたる、②分館長は教養部教授会が

選出する。ただし分館長は商議委員を兼ねる、③分館長の任期は 2 年とする。

ただし重任をさまたげない、というものであり、分館事務職員については、

①分館事務職員は教養部の所属とし、その服務の管理は分館長が教養部長と

協議の上これにあたる、②分館事務職員の数の決定、採用、交流、配置換え

等は教養部長が本館長および分館長と協議してこれを行う、というものであ

った。また、経費については、①分館経費は教養部予算から支弁し、教養部

事務長がこれを経理する、②分館経費不足の場合は商議委員会に付議して、

学内共通経費よりの振替を要求するものとする、というものであった。 

 この附属図書館教養部分館設置の件は、翌 1959 年 1 月 27 日の評議会に提
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出されて承認され、同年 3 月 16 日付をもって附属図書館教養部分館が正式

に設置された。 

 

教養部の学生補導機関 

 九州大学では教養部が学部とはなれて存在しているため、学生の厚生補導

については、独自にその整備をはかる必要があった。教授会にかわって学生

の厚生補導にあたる委員の名称は、第一分校では補導委員、第二分校では学

生委員と呼ばれており、分校統合後は第一分校のそれを引き続く形で補導委

員となっていた。しかし、委員会の任務は補導面に限らず、学生生活上のも

っと広範な諸問題への対応であるから、補導委員を学生委員と改めるほうが

より適切ではないかとの提案があり、1963（昭和 38）年 3 月 28 日の教授会

で投票が行われ、翌日開票の結果、学生委員とするものが多数を占め、4 月

11 日の教授会で承認された。 

 学生委員会は、教授会から選出された 13 名の委員で構成され（任期は 1

年間、学期ごとに半数が改選）、体育祭やオリエンテーションなどの学内行事

に関すること、厚生施設、教養部報の編集、奨学生・授業料減免出願者の選

考などの経済問題の役割を分担した。 

 教養部における学生補導の大きな特徴として、1963（昭和 38）年に設け

られた学生指導教官があった。専任の学生指導教官の設置については、同年

4 月 11 日の教授会における教官定員の配分に際してはじめて問題となった

が、その性格や役割等について共通の理解が得られず、いったん保留された

のち、5 月 22 日の教授会で改めて承認された。 

 学生指導教官は、身分上は教養部のいずれかの学科に属し、任務遂行上支

障のないかぎりにおいて、その学科の授業を担当するが、学生の課外活動お

よび日常生活に関して助言を行い、とくにその厚生面に重点を置くというも

のであった。また、学生指導教官は学生委員会の常任委員となったが、学生

運動等の矢面に立つものではなく、学生と解け合うようにして学生を指導し、
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学生の真意を教授会に反映させることを目的としていた。1966 年に新設され

た本館には学生委員会室の隣に学生指導教官室が設けられた。 

 
 
第 4 節 附置研究所の拡充 
 
（1）応用力学研究所の拡充 
 
高度経済成長期の附置研究所 

 高度経済成長期においては附置研究所も学部と同様、工学系の附置研究所

を中心に部門の増設がはかられていった。九州大学においても文科系の研究

所である産業労働研究所を除いて、応用力学研究所・生産科学研究所の両工

学系研究所を中心に、この時期大きく発展した。 

 附置研究所は、研究部門により構成されている。研究部門は学部の講座に

相当するが、講座が法制化されたのちもしばらくは法制化されず、予算上の

積算単位として存在していた。1964（昭和 39）年 2 月 25 日、文部省令第 4

号をもって「国立大学の大学附置の研究所の研究部門に関する省令」が公布

されて、各研究所の部門名称が明示され、1963 年 4 月 1 日から適用された。

九州大学の研究所は、温泉治療学研究所が、内科、外科、産婦人科、皮膚泌

尿器科、温泉理学の 5 部門、応用力学研究所が、流体力学、水文学、流体工

学、弾性学、応用弾性学、塑性学、船舶安全性、耐波浪構造学の 8 部門、産

業労働研究所が、政治・法制、経済・経営の 2 部門、生産科学研究所が、炭

田ガス、炭田地質、石炭構造化学、石炭ガス化、発熱工学、空気工学、熱及

び物質移動の 7 部門であった。 

 九州大学の附置研究所は、1950 年代半ば頃までは、産業労働研究所を除い

て規則を定めていなかったが、1959 年頃から研究所間で協議が行われ、1961

年 9 月に、それまで規則を設けていなかった温泉治療学研究所、生産科学研
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究所、応用力学研究所の規則が制定され、産業労働研究所の規則も共通の形

式に改正された。 

 

応用力学研究所の部門増設 

 1951（昭和 26）年に発足した応用力学研究所は設置以来、流体研究部 3

部門、材料研究部 3 部門の合計 6 部門の状態が長く続いたが、1960 年代に

なると新たに大気・海洋圏における巨大な自然エネルギーの移動に伴って生

じる現象の力学過程を対象とする「大エネルギー力学過程」に関する研究を

開始し、海洋災害部が設けられた。そして、1962 年に船舶安全性部門、翌

1963 年に耐波浪構造学部門、1964 年に沿岸海象力学部門の 3 部門が設置さ

れ、風・波浪・船舶・防波堤および風・波浪と海洋構造物の相互作用の研究

が行われるようになった。 

 また、1963 年 4 月 19 日の教授会において、これまで流体部を中心に部門

の増設を行ってきたが、さらに弾性部の部門を増設することによって研究所

の拡充をはかることが了承され、高エネルギー力学研究部として高強度材料

力学、高エネルギー流体力学、高強度構造力学、高エネルギー加工の 4 部門

の増設を要求することが提案された。しかし、1964 年度の概算要求では高強

度材料力学 1 部門のみを要求し、他の部門は将来計画の参考資料にとどめる

ことになった。高エネルギー力学研究部は、高温高圧高速度などエネルギー

密度のきわめて高い領域における応用力学の発展を目的とするものであり、

1964年から 1966年にその基礎となる実験設備として高エネルギー材料実験

設備を設置し、1966 年に高エネルギー材料力学部門、1969 年に高エネルギ

ー加工学部門、1971 年に高エネルギー流体力学部門が設置された。 

 

附属津屋崎海洋災害実験所の設置 

 1965（昭和 40）年 4 月には大エネルギー自然災害防止の研究に関連して、

応用力学研究所の附属研究施設として附属津屋崎海洋災害実験所が宗像郡津
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屋崎町に設置された。 

 附属津屋崎海洋災害実験所は、流体工学研究所が 1945 年 12 月に、財団法

人滑空研究所が所有していた研究施設を同研究所より借用し、流体工学研究

所実験研究室として発足した。しかし、財団法人滑空研究所は戦後、同施設

を流体工学研究所に寄付することにして解散し、施設は占領軍によって賠償

物件として差し押さえられ、使用を許されなかった。賠償物件の指定が解除

された後も、地元との手続きに手間取ったが、1950 年 2 月に滑空研究所か

ら建物の寄付を受けて、流体工学研究所津屋崎分室となり、翌 1951 年 12 月

には津屋崎町から土地 3300 坪（約 1 万 m2）の寄付を受けた。 

 津屋崎分室が発足した当時は、広々とした松林のなかに木造の本館があっ

ただけで、一時は学生寮としても使われていたが、1952 年に学生寮は廃止さ

れ、同年 3 月から 3 か年を費やして、小型水槽（長 60m×幅 1.5m×深 1.5m）

が設置された。1958 年には材料力学・構造力学の研究設備として、ローゼン

ハウゼン式疲労試験機（材料強度実験装置）が設置され、1961 年には構造物

強度実験装置が完成した。また、1959 年から 3 か年計画で「海岸港湾、河

川流入部等の暴風波浪による災害防止に関する実験的研究」のための海浜実

験用平面水槽（長 25m×幅 5m×深 0.4m）が設置された。この設備はその後、

風胴装置建設のため 1968 年 10 月に取り壊され、その一部は工学部に保管転

換された。 

 1962 年 3 月には、国内では有数の規模を持つ海洋災害研究用大水槽（長

80m×幅 8m×深 3m）が設置され、翌 1963 年には模型曳行電車などの関連

装置が完成して、本格的な実験が開始された。1965 年 3 月には、波浪衝撃

をはじめ各種構造物の衝撃実験のために、構造物衝撃実験装置が完成した。 

 1963 年 4 月 19 日、教授会において津屋崎分室を海洋災害実験所として独

立させることが了承され、1964 年度の概算要求で設置が要求された。そして

翌 1965 年 4 月、正式に設置されて応用力学研究所附属津屋崎海洋災害実験

所として発足した。強烈な暴風雨、とくに台風による海洋災害は、国民の全
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生活をおびやかす程深刻なものであるが、その被害を有効かつ経済的に軽減

防止するためには、気象学、海洋学、流体力学、造船工学、水理工学、構造

力学、材料力学などあらゆる分野の基礎研究を駆使した根本的総合対策をも

って臨まなければならない。このような観点から、海洋災害防止のため本格

的かつ大規模の研究設備を実験所に新設することになったものである。 

 1970 年 3 月には、台風災害専用の実験風洞としては日本ではじめての台

風災害実験用風胴装置と、海洋風波の素過程を研究するための風胴付内部波

水槽装置が完成した。 

 
（2）生産科学研究所の拡充 
 
生産科学研究所の部門増設 

 新制大学設置に伴う定員処理を主な目標として設置された生産科学研究所

は、当初からその構成に無理があり、研究所が福岡市の箱崎と久留米市に二

分されていたことも加わって、1957（昭和 32）年 4 月には旧木材研究所に

属していた木材関係の 3 部門が分離して、農学部に新設された附属木材研究

施設に配置転換された。 

 これによって生産科学研究所は 7 部門となったが、この分離と同時に、研

究テーマの改称と研究体制の改編が行われることになり、第一研究部（石炭

および化学関係）4 部門と第二研究部（生産機械関係）3 部門の 2 研究部に

大別して運営が行われることになった。 

 一方、1955 年 10 月の第二分校の第一分校への統合に伴い、久留米小森野

地区における九州大学関係の施設は生産科学研究所の分室だけとなった。し

かし、第二分校の統合に伴う久留米工業短期大学の設置によって、同分室は

施設を短大に移管するために立ち退かねばならなくなっていた。九州大学は、

1958 年 10 月 31 日に、土地・建物・施設の移管手続きを終えたが、同分室

を箱崎地区に収容する建物はなく、分室の一部は元附属工業専門部の化学実
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験室を改修して収容したものの、大半は翌 1959 年 3 月末まで短大を借用し

なければならなかった。1959 年 3 月には久留米小森野地区から箱崎地区へ

の移転も終了し、同年 4 月以降は、学内十数か所に分かれて研究が続けられ

た。 

 1959 年には、文部省所管全国研究所所長会議において、研究所整備充実の

ために 5 か年計画を立てることになり、部門名を炭田工学Ⅰ、同Ⅱ、石炭化

学Ⅰ、同Ⅱ、熱工学Ⅰ、同Ⅱ、同Ⅲと改め、翌 1960 年には各部門を炭田工

学部、石炭化学部、熱工学部の 3 部に編成した。さらに同年 8 月には、ふた

たび全国研究所整備充実計画に対応して研究体制の改編が行われ、部門名を

炭田ガス、炭田地質、石炭構造化学、石炭のガス化、発熱工学、空気工学、

熱及び物質移動に改称するとともに、鉱山学系、化学系、機械工学系の 3 つ

の研究部に改編した。この間、研究員のめまぐるしい移動、研究室の移転な

どがあり、とくに独立した建物を持たないことが、研究活動の大きな障害と

なった。 

 しかし、1964 年に旧法文経建物に移転して応用力学研究所とともに独自の

建物を持ってのちは、1965 年にタール化学部門、1970 年に有機不安定中間

体化学部門、1972 年に気相系反応中間体化学部門と 3 部門が増設されて 10

部門となった。 

 

附属九重地熱資源開発実験所の設置 

 1966（昭和 41）年 4 月、大分県玖珠郡九重町湯坪に地熱資源の開発に関

する基礎的研究を目的として、生産科学研究所附属九重地熱資源開発実験所

が設置された。日本は数多くの活火山や温泉に恵まれ、その豊富な地熱資源

は、新しいエネルギー源として開発が期待されていた。地熱を利用した発電

は戦前からイタリアで進められ、日本においても、戦後、九州大学、九州電

力を中心とした九州グループと、東北における日本重化学工業のグループが

本格的に研究に着手していた。しかし地熱資源の開発のためには、発電のた
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めの工学的諸問題以外

に、火山地質、地球物

理、地球化学、物理探

査、試錐などの分野に

わたって広範多岐な基

礎的研究課題が多くあ

り、また、現地におけ

る実験、常時観測など

の必要性が痛感されて

いた。九重地熱資源開

発実験所は、これらの問題の解明のため、1967 年 4 月に、九州電力から敷

地 991m2および建物 130m2の寄付を受けて、イタリアに次いで世界で 2 番

目に設置されたものである。 

 九重地熱資源実験所のある九重火山の大岳地熱帯の開発の歴史は、1927

年東京電灯研究所長太刀川平治博士によって、強力な噴水井が得られたこと

に始まった。戦後ふたたび大岳地区の開発計画が本格的に始まり、1949 年以

降九州電力によって探査が進められ、1953 年から約 3 年間に、1 号・2 号・

3 号の試掘が行われた。しかし、いずれも熱水が多く、所期の過熱蒸気が得

られず、計画は中断された。その後、ニュージーランドにおける低圧熱水分

離蒸気を利用した発電の成功が伝えられたのをうけて、1961 年に開発を再開

し、5 号井を浚渫して 1 時間あたり 16t の分離蒸気が得られた。つづいて 6

～10 号の計 5 本の営業井に成功し、平行して掘られた調査 1 号・2 号井のコ

アから貴重な資料が得られた。1963 年からは九州大学工学部によって物理探

査が実施され、共同研究も進展した。九重地熱資源開発実験所が設置された

翌年の 1967 年 8 月には出力 1 万 3000kw の九州電力大岳地熱発電所が完工

し、営業運転に入った。 

 

図 7-12 九重地熱資源開発実験所（中央上部 2 階建）

出典：『九州大学一覧 総括編』1970 年度. 
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旧法文経建物への移転 

 生産科学研究所と応用力学研究所は、発足以来独自の建物を持たず、学内

の各所に分散して研究を続けていた。生産科学研究所は 1959（昭和 34）年

3 月に久留米小森野地区から箱崎地区に移転して以来、学内十数か所に分散

したままであり、応用力学研究所も、1951 年に発足して以来、航空学科の製

図室に使われていた木造モルタル 2 階建の建物を借用したままであった。 

 1952 年に、文科系の各学部を箱崎小石町に移し、そのあとに両研究所が移

ることが計画されたが、文科系建物の新築が途中で中止されたため、研究所

の移転計画もそのままになっていた。しかし 1961 年に国立学校文教施設整

備計画の一環として文科系学部建物の建設が決定すると、生産科学研究所と

応用力学研究所の移転が現実の問題となってきた。このため、1961 年 2 月

には総長、本部関係者、法・文・経 3 学部長および両研究所長が協議を行い、

法学部・経済学部は 1961 年度増築の 1100 坪（約 3636m2）に移転すること、

両学部が移転したあとは 1～3 階を玄関を中心に左右縦割に 2 分し、向かっ

て左側を文学部、右側を応用力学研究所と生産科学研究所が使うこと、地階

の分割は後日協議のうえ決定することになり、同年 3 月 1 日、生産科学研究

所事務室は法文経建物の地階へ移転した。 

 予定では、法学部と経済学部は 1962 年の夏休み中に移転し、そのあとへ

応用力学研究所と生産科学研究所が移ることになっていたが、新館移転反対

運動等のため、法学部と経済学部の移転が遅れ、同年 9 月 25 日の 4 学部協

議会で法学部と経済学部の移転は 12 月に完了することを決定した。同年 11

月、応用力学研究所と生産科学研究所は文学部移転後の建物の分割方法につ

いて協議し、建物は玄関を中心として左右縦割とし、向かって左側を応用力

学研究所、右側を生産科学研究所が使用することを決定した。 

 1962 年 12 月に法学部・経済学部が移転すると、翌 1963 年度から建物の

向かって右側部分の改修が実施され、改修が完了した 1964 年 3 月に生産科

学研究所が移転した。1964 年 7 月に文学部が移転すると、同 10 月にはこの
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部分の改修工事が始まり、翌 1965 年 2 月に完了した。応用力学研究所の移

転は 3 月 6 日から開始され、同 12 日に完了した。 

 
（3）温泉治療学研究所の拡充 
 
温泉治療学研究所の部門増設 

 戦後、九州大学の附置研究所は工学系の研究所を中心に大きな改編を受け

たが、別府市にあった温泉治療学研究所は、他の研究所のような整理統合に

よる大きな影響を受けることはなく、設立当初の 2 講座のまま存続していた。

しかし、診療部を有していたため教官定員にふくらみがあり、1950（昭和

25）年の定員は教授 2・助教授 2・講師 8・助手 6 となっていた。研究活動

は、研究部が第一部内科的方面、第二部外科的方面、第三部皮泌科方面、第

四部産婦人科方面、第五部理学的方面に分かれており、臨床部は内科的方面、

外科的方面、皮泌科に分かれて診療を行っていた。 

 1950 年 10 月、日本学術会議は第七部（医学関係）からの提案により、別

府市に国立温泉研究所を設置することを政府に勧告した。この計画を提案し

た第七部は、九州大学附置研究所の温泉治療学研究所を国立に切りかえ、従

来の 2 部門を 7 部門に拡充することを目標としていた。温泉治療学研究所は、

1951 年度の概算要求において、産婦人科、皮膚科泌尿器科、気候療法科、基

礎的研究部門、理学的研究部門の 5 部門の増設を要求した。 

 その後学術会議の計画は中止されたが、温泉治療学研究所は将来計画の第

1 項に 5 部門の増設を求め、とくに戦時中から休診中であった産婦人科の設

置を急務としていた。こうして、1954 年に産婦人科部門が増設され、1966

年には皮膚泌尿器科部門、1959 年には温泉理学部門が増設されて 5 部門と

なり、1969 年にはさらに温泉地生気候学部門が設置されて 6 部門となった。 
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附属病院の設置と建

物の改築 

 1964（昭和 39）

年 4 月、文部省令第

11 号によって「国立

学校設置法施行規

則」が改正され、温

泉治療学研究所に附

属の研究施設として附属病院が置かれることになった。これによって附属診

療施設が正式に附属病院となり、附属病院の運営機構が確立することになっ

た。 

 温泉治療学研究所は、1962 年 3 月に「温泉治療学研究所診療規則」（資料

編Ⅱ－387、pp.124-125）を制定していたが、1966 年 4 月には、「温泉治療

学研究所診療規則」を廃止して、「九州大学温泉治療学研究所附属病院規則」

を制定した（資料編Ⅱ－388、pp125-126）。すなわち、附属病院規則第 1 条

に、附属病院は「温泉治療学に関する研究に寄与し、かつ、広い視野に立っ

て新しい治療分野を開拓するため、患者の治療を行うところとする」とある

ように、温泉治療学のみならず、さらに広域にわたる分野について、各科独

特の診療方針にもとづいて診療活動が行われるようになったのである。 

 附属病院の法制化に伴い、1964 年 4 月には附属病院に薬剤部が設置され

て薬剤部長が置かれ、総看護婦長が置かれた。1967 年 6 月 16 日には文部省

訓令第 23 号をもって、「国立大学の学部の附属病院及びその分院並びに附置

研究所の附属病院に置く診療科を定める訓令」が公布され、温泉治療学研究

所の附属病院に、内科、外科、産科婦人科、皮膚泌尿器科の 4 診療科が正式

に置かれることになった。1969 年 4 月には温泉地生気候学の設置により温

泉地生気候内科が増設されて 5 診療科となった。 

 1973 年 4 月には附属病院の診療施設としてリハビリテーション部、1977

図 7-13 温泉治療学研究所本館（1959 年） 
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年 10 月には検査部が設置された。また、1977 年 4 月には看護部が設置され

て、総看護婦長が看護部長に改められた。 

 温泉治療学研究所の建物は、1965 年 3 月に理療棟鉄筋コンクリート 2 階

建 997m2が完成し、温泉治療、理学療法、リハビリテーションの近代化が行

われた。しかし、開設以来約 40 年を経過した温泉治療学研究所の建物は、

あいつぐ増床・増設と建物の老朽化により、診療の近代化に対応しえない状

況となっていた。このため、1965 年頃より病院新営計画が検討され、1968

年 3 月、研究棟鉄筋コンクリート 4 階建 1906m2が完成した。1970 年 3 月

には第 1 期工事中央診療棟鉄筋コンクリート 4 階建 3111m2と病棟の一部鉄

筋コンクリート 5 階建 1830m2が完成し、さらに翌 1971 年 3 月には外来診

療棟鉄筋コンクリート 3 階建 1898m2および管理棟と病棟の残部鉄筋コンク

リート 5 階建 1664m2の第 2 期工事が完了し、附属病院は内容・外観とも近

代的病院として新生した。同時に看護婦宿舎鉄筋コンクリート4階建1091m2

も改築され、1973 年には人工気象室鉄筋コンクリート 2 階建 515m2が増築

された。 

 温泉治療学研究所の敷地は約 3 万坪（約 9 万 9000m2）で、そのうちの約

1 万坪（約 3 万 3000m2）は恵愛団の土地を借用していたが、1971 年 12 月

にはその一部を購入し、この敷地全体を利用した治療庭園が完成した。また、

温泉治療学研究所には、1935 年に財団法人恵愛団の支部が置かれて、患者給

食、売店などの業務を行っていたが、昭和 30 年代に入って基準給食・基準

寝具・基準看護などが実施されるようになると、支部のかたちではこれらを

円滑に行うことが困難となってきた。このため、1963 年 6 月、独立の財団

法人として財団法人杏和会が発足した。 

 
 


